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盛 岡 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 12 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 農 林 水 産 大 臣 、 
地方 創 生 規 制 改 革 担 当 大 臣 

【 件 名 】 農協 改革 及び 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 改革 に 関す る 意見 書 





平成 28 年 11 月 11 日 、 規制 改 革 推 進 会 議 農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ は 、「 農 協 改 革 に 関 
する 意見 」 を 公表 し まし た 。 そ の 内 容 は 、」A 全 農 の 農産 物 委 託 販売 の 廃止 と 全量 買取 販 
売 へ の 転換 や 、 信 用 事業 を 営む JA を 3 年 後 を 目途 に 半減 させ る 等 、 自 主 ・ 自 立 を 原則 と 
する 協同 組合 へ の 不当 な 介入 と 言わ む ざ る を 得 な いも の で あり まし た 。 

その 後 、 与 党 と の 調整 に より 、 農 協 の 存続 に か か わる 急進 的 な 提言 は 排除 され 、 今 回 
改革 に 盛り 込む こと は 見 送ら れ ま し た が 、 こ れ か ら も 、 協 同 組合 原則 を 無視 し た 規制 政 
が 進め られ る 懸念 が あり ます 。 農 協 改 革 は 、 真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自己 改革 が 
基本 で ある こと を 前 提 に 進め られ る べき で す 。 
また 同日 、 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ は 「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 
意見 」 も あわせ て 公表 し ま し た 。 指定 団体 以外 に 出荷 する 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指定 団 
体 へ の 全量 委託 の 原則 廃止 な ど が 主 な 柱 で あり 、 そ の 後 の 与 党 と の 調整 に より 、 一 定 の 条 
件 整備 を 前 提 に 加工 原料 乳 生産 者 補給 金 の 交付 対象 者 拡大 と 生乳 の 部 分 委託 の 拡大 が 容認 
され まし た 。 
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指定 生乳 生産 者 団体 制度 及び 加工 原料 乳 生産 者 補給 金 は 、 需 要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 
的 な 集 送 乳 を 通じ て 酷 農 経営 の 安定 と 所 得 増 大 を 図る 仕組 み で あり 、 特 に 中 山間 地域 等 の 























条件 不利 地 で 経営 を 行っ て いる 酷 農 家 に と っ て は 、 極 め て 重要 な 制度 で す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 下 記事 項 に つい て 取り 組む よう 強く 求め ます 。 
記 
1 農協 改革 に つい て は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に か ん が み 、 協 同 組合 原則 を 無 
視 し た 不当 な 介入 は 行わ な いと と も に 、 農 業 振興 や 農業 所 得 増大 の 視点 か ら も 、 現 実 的 
で は な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し を 強要 し な いこ と 。 
2 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
創り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 
する こと 。 





































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 9 月 29 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 
子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な 取り 組み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 
条件 整備 が 不可 欠 で ある こと か ら 、 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復 
元 を 強く 要望 する 。 
(理由 ) 
日 本 は 、OECD 諸国 に 比べ て 、1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生徒 数 
が 多く な っ て いる 。 ま た 、 障 害 者 差別 解消 法 の 施行 に 伴う 障害 の ある 子ども た ち へ の 合理 
的 配慮 へ の 対応 、 外 国 に つなが る 子ども た ち へ の 支援 、 い じ め ・ 不 韻 校 な どの 課題 な ど 、 
学校 を と り ま く 状 況 は 複雑 化 、 困 難 化 し て お り 、 学 校 に 求め られ る 役割 は 拡大 し て いる 。 
また 、 学 習 指導 要領 に より 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 し て いる 。 こ うし た こと の 解決 に 
向け て 、 少 人 数 教育 の 推進 を 含む 計画 的 な 教職 員 定数 改善 が 必要 で ある 。 
し か し な が ら 、 第 7 次 教職 員 定 数 改善 計画 の 完成 後 10 年 も の 間 、 国 に よる 改善 計画 の な 
い 状 況 が 続い て いる 。 自治 体 が 見 通し を 持っ て 安定 的 に 教職 員 を 配置 する た め に は 、 国 段 
階 で の 国庫 負担 に 裏付け され た 定数 改善 計画 の 策定 が 必要 で ある 。 一 人 ひと り の 子ども た 
ち へ の きめ 細か な 対応 や 学び の 質 を 高め る た め の 教 育 環境 を 実現 する た め に は 、 教 職員 定 
数 改善 が 不可 欠 で ある 。 
義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 小 泉 政 権 下 の 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 
が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ た 。 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財 政 状 
況 の 中 、 独 自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ れ て いる が 、 国 の 施策 と し て 定数 改善 に な けた 財 
源 保 障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 
憲法 上 の 要請 で ある 。 

子ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な 取り 組み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 
条件 整備 が 不可 欠 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、2017 年 度 政府 予算 編成 に お いて 、 下 記事 項 が 実現 され る よう 強 
く 要 望 する 。 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































1 子ども た ちの 教育 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制 度 の 負担 割合 を 
2 分 の 1 に 復元 する こと 。 




















































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
































市 町 村 議 会 名 








宮 古 市 






































































































































意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 9 月 29 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 若 者 も 高齢 者 も 安心 で きる 年 金 制度 の 実現 を 求め る 意見 書 
(趣旨 
年 金 の 削減 は 、 高 齢 者 だ け の 間 題 で は な く 低 賃金 の 非 正 規 雇 用 で 働く 若者 や 女性 な ど 将 
来 の 年 金 生 活 者 に と っ て も 大 変 深刻 な 問題 で も や る こと か ら 、 若 者 も 高齢 者 も 安心 で きる 年 
金 制度 の 実現 を 強く 要望 する 。 
(理由 ) 
厚生 労働 省 は 、2015 年 度 の 年 金 を 0.9% 増 額 改 定 し た が 、 こ の 改定 は 、 本 来 、 物 価 の 上 








昇 に 比例 し て 2.7% 増 額 す べき と ころ を 、2004 年 の 年 金 制度 の 改定 を 受け 、 よ り 低 い 賃金 
上 昇 率 2.3%% か ら 年 金 の 特例 水準 解消 の た め と する 0.5% を 減じ し た うえ に 、 マ クロ 経済 スラ 
イド の 適用 で さら に 0.9% 減 額 し 、 結 果 と し て 0.9% の 増額 改定 に と ど め た こと に よる も の 
で ある 。 

2015 年 に 初め て 適用 され た マク ロ 経 済 ス ライ ド は 、 今後 
る も の に な り 、 高 齢 者 だ け の 問題 で は な く 低 賃金 の 非 正 規 
の 年 金 生活 者 に と っ て も 大 変 深刻 な 問題 で ある 。 

年 金 は 高齢 者 の 生活 を 支え を て お り 、 そ の ほとん ど が 消費 に 回 る 。 そ の た め 、 年 金 の 増減 
は 、 地 域 経 済 と 地方 財政 に 大 き な 影響 を 与え て いる 。 
また 、 国 民 の 生存 権 を 守る た め に も 、 全 人 額 国庫 負担 の 最低 保障 年 金 制度 は 必要 で あり 、 
年 金 の 毎月 支給 に つい て も 、 国 際 的 に は 年 金 制度 の ある ほとん どの 国 で 実施 し て お り 、 年 
金 生 活 者 、 特 に 低 年 金 者 に と っ て は 切実 な 問題 で ある 。 

よっ て 、 若 者 も 高齢 者 も 安心 で きる 年 金 制度 の 実現 へ 向け 、 下 記事 項 が 実現 され る よう 
強く 要望 する 。 
























































に わた っ て 年 金 削減 の 流れ を 作 


雇用 で 働く 若者 や 女性 な ど 将 来 











































































































































































































記 
年 金 の 隔月 支給 を 国際 水準 並み に 毎月 支給 に 改め る こと 。 
年 金 を 毎年 下げ 続け る 「 マ クロ 経済 スラ イド 」 を 廃止 する こと 。 
全額 国庫 負担 の 「 最 低 保 障 年 金 制度 」 を 早期 に 実現 する こと 。 
年 金 支 給 開始 年 齢 は これ 以上 に 引き 上 げ な 
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以上 、 地 方 E 














治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








宮 古 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 ) 

【 件 名 】 農協 改革 及び 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 維持 に 関す る 意見 書 


(趣旨 ) 
農協 改革 は 、 組 織 に お ける 自己 改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生 産 現場 の 実態 や 農業 関係 者 
の 意見 、 長 期 的 な 展望 を 踏ま えた 丁寧 な 議論 に より 進め る と と も に 、 指 定 生乳 生産 者 団体 
制度 の 改革 に つい て は 、 需 給 調 整 の 実効 性 と 公平 性 の 確保 が 図ら れる よう 強く 要望 する 。 
(理由 ) 
中 山間 地域 を 多く 抱え た 当地 域 に お いて 、」A は 農業 振興 や 地域 経済 の 維持 や 発展 、 地 
域 住民 の コミ ュ ニ ティ に 大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 農協 改 革 は 、 真 に 農業 者 の 立場 に 立 
っ た 創造 的 自己 故 革 が 基本 で ある こと を 前 提 に 進め られ る べき で ある 。 
また 、 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 及び 生産 者 補給 金 は 、 和 需要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 
集 送 乳 を 通じ て 酷 農 経営 の 安定 と 所 得 増大 を 図る 仕組 み で あり 、 特 に 中 山間 地域 等 の 条件 
不利 地 で 経営 を 行っ て いる 酷 農 家 に と っ て は 、 極 め て 重要 な 制度 で ある 。 

よっ て 国 に お いて は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 

記 

1 農協 改革 に つい て は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組合 原則 を 無視 し 
た 介入 は 行わ な いと と も に 、 本 市 の 農業 振興 や 農業 所 得 増大 の 視点 か ら も 、 現 実 的 で は 
な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し を 強要 し な いこ と 。 
2 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 が 持つ 腐敗 し や すく 貯蔵 性 が な いと いう 特性 を 踏ま 
え 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 創 り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 
現行 の 指定 生乳 生産 者 団体 制度 を 維持 する こと 。 



































































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 E 














治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








大 船渡 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 12 月 20 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 


J A お お ふ な と は 、 昨年 11 月 に 開催 され まし た 第 44 回 JA 岩手 県 大 会 に お いて 、 「 農 家 
組合 員 の 所 得 増大 ・ 農 業 生産 の 拡大 」「 地 域 の 活性 化 」「 結 び つ き 強 化 」 を 基本 目標 と し て 、 
H 己 改革 に 取り 組む こと が 決議 され た こと か ら 、」JA グ ルー プ と 共に 時 代 環境 の 変化 に 
挑戦 し 「 新 た な 芽 」 を 育て よう て を スロ ー ガ ン に 平成 28 年 度 を 初 年 度 と する 第 5 次 中 期 3 
ヶ年 計画 を 策定 し 、 創 造 的 自己 改革 の 実践 に まい 進 し て いる と ころ で あり ます 。 

この よう な 中 、11 月 11 日 に 政府 の 規制 改革 推進 会 議 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ が 、 農 

業 改革 に 関す る 提言 を 公表 し まし た 。 
「 農 協 改 革 に 関す る 意見 」 で は 、 JA 全農 の 農産 物 委託 販売 の 廃止 と 全量 買取 販売 へ の 
転換 や 、 信 用 事業 を 営 き JA を 3 年 後 を 目途 に 半減 させ る 等 、 一 方 的 な 内 容 と な っ て いま 
す 。 

これ は 、 組 合 員 が 組織 し 、 運 営 す る J A の 事業 ・ 組 織 の 在り 方 へ の 過剰 な 介入 と 言わ ざ 

但 、 全農 経済 事業 や 〕 A 信 用 事業 の 機能 と 役割 を 無視 し た 内 容 で あり 、 組 織 の 弱体 
aceite 
また 、「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 意見 」 で は 、 指 定 団体 以外 に 出荷 す 
る 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指定 団体 へ の 全量 委託 の 原則 廃止 な ど 、 需 給 調 整 の 混乱 を 招く 
恐れ が ある 内 容 と な っ て お り 、 生 産 現場 は 不安 と 慣 り を 抱え て いま す 。 

つき まし て は 、 政 府 が 現在 進め よう と し て いる 農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 の 見 
直し に つい て は 認め られ ませ ん 。 

よっ て 、 政 府 に お いて は 、 下 記 の 事項 を 実現 する よう 強く 要望 し ます 。 

記 
1 農協 改革 に つい て は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組合 と し て の 自 ヨ 

性 を 損なう よう な 介入 は 行わ な いこ と 。 

2 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
創り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農 業者 戸別 所 得 補 償 制 度 の 復活 を 求め る 意見 書 








平成 25 年 度 まで 実施 され た 「 農 業者 戸別 所 得 補償 制度 」 は 、 主 要 農 産物 ( 米 、 麦 、 大 豆 
な ど ) の 生産 を 行っ た 販売 農業 者 に 対し て 、 国 が 標準 的 な 生産 に 要する 費用 と 販売 価格 と 
の 差額 を 全国 一 律 単価 と し て 交付 する 制度 で 、 米 に つい て は 生産 数 量 目標 に 従っ て 生産 し 
た 販売 農業 者 等 を 対象 に 10 アー ル 当 た り 15, 000 円 が 交付 され 、 経 営 継 続 を 支援 し て きま 
の yi 
し か し 、 そ の 制度 は 平成 26 年 度 か ら は 「 経 営 所 得 安定 対策 」 に 切り 替わり 、 米 に つい て 
は 10 アー ル 当 た り 7, 500 円 の 交付 金 へ と 引き 下げ られ まし た 。 さらに は 、 平 成 30 年 産 米 
か ら は この 交付 金 も 廃止 され よう と し て いま す 。 
米価 は いま だ 低迷 が 続い て いま す 。 こ うし た 状況 に お いて 、 農 業者 が 所 得 の 安定 に より 
継続 的 ・ 持 続 的 な 営農 を 維持 する た め に は 、 当 面 の 間 は 農産 物 の 生産 費 を 補てん する 「 農 
唱 
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業者 戸別 所 得 補償 制度 」 の 復活 が 必要 で ある と 考え ます 。 
よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に 対し 、 農 業者 戸別 所 得 補 償 制 度 を 復活 させ る こと を 求め 
ます 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 15 日 
出 先 】 内 閣 総 理大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
名 】 農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 
平成 28 年 11 月 11 日 、 政 府 の 規制 改革 推進 会 議 農業 ワー キン ググ ルー プ は 、「 農 協 改革 
に 関す る 意見 」 と 「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 意見 」 を 公表 し まし た 。 
を に 関す る 意見 」 は 、 全 農 の 農産 物 委 託 販売 の 廃止 、 全 量 買取 り 販 売 へ の 転換 、 
NE lt ti 途 に 半減 させ る こと な ど 、 全 農 経 済 事業 や 信用 事 


























と 内 容 で あり まし た 。 
・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 意見 」 は 、 指定 団体 以外 に 出荷 する 
定 団体 へ の 全量 委託 を 原則 廃止 する こと な ど 、 和 需給 調整 の 混 
生産 者 が 不安 と 慣 り を 抱え る 内 容 で あり まし た 。 

、 真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自己 改革 が 基本 で ある こと を 前 提 に 








cs 1 の 
生乳 へ の 補給 金 の 交付 
乱 を 招く お それ が あり 、 



































































































































生産 者 団体 制度 及び 生産 者 補給 金 は 、 需 要 | BE 





























送 乳 を 通じ て 靖 農 経 






































営 の 安定 と 所 得 増大 を は か る 仕組 み で あり 、 極 め て 
































ot ど の 重要 に 


衝 正 は 図ら れ た も の の 、 今 回 の 提言 の よう に 」A の 解体 














を 招く oop 
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事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 し ます 。 
































己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組 合 と し て の 自 
な 介入 は 行わ な いこ と 。 

生乳 の 特性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
組み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 





























性 を 損なう こと が な いよ う 、 不 当 


















































創り 上 げ て きた 極め て 重 























基づき 意見 書 を 提出 し 


H 治 法 第 99 条 の 規定 


























和音 事業 ・ 組 織 の 見 直 し や 混乱 を 招き か ね な い 制 度 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 9 日 
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現実 


平成 28 年 11 月 11 
する 意見 」 


出 先 】 衆議院 議長 


が 公表 され た 。 そ の 内 容 は 、 JA 





日 、 規 制 改革 推進 会 議 農業 ワー キン ググ ルー プ か ら 、 
全農 の 農産 物 委 託 販売 の 廃止 と 
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つい て は 、 下 記事 項 


農協 改革 に つい て は 、 
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直し を 強要 し な いこ と 。 
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] 地 で 経営 を 行っ て いる 革 
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事業 を 営む JA を 、 3 年 後 を 
合 へ の 過剰 な 介入 と 言わ ざる を 得 な いも の で あっ た が 、 そ の 後 の 与 党 と の 
事業 ・ 組 織 の 見 直し に つい て は 排除 





、「 和 牛乳 ・ 乳 製品 
体 以 外 に 出荷 する 生乳 へ の 補助 金 の 交付 や 指定 
E で あり 、 そ の 後 の 与 党 と の 調 
け 対 象 者 拡大 と 生乳 の 部 分 委託 の 拡大 が 容認 され た 。 
需要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 集 送 
当 大 を は か る 仕組 み で あり 、 特 に 中 
、 極 め て 重要 な 制度 で ある 。 
治 法 第 99 号 の 規定 
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半減 させ る 等 、 
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、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
名 】 農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 


全量 買い 取り 


自 モ ・ 立 を 原 
































され る に 至っ た 。 

‘て は 、 JA は 無く て は な ら な い 組 織 で あり 、 農 業 振興 や 地 
ー に 大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 今 
J A の 解体 を 招く よう な 事業 及び 経営 へ の 介入 は 、 避 ける べき で ある 。 農協 
己 改革 が 基本 で ある こと を 前 提 に 進め る べき 


回 の 意 











所 テッ 3 


流通 等 の 改革 に 関す る 意 
団体 へ の 全 
より 、 一 定 の 条件 整備 を 









































こよ り 意 見 書 を 提出 


> お らら 


る 実態 











| 間 地 





成 等 の 条件 不 

















する 。 
































大 の 視点 か ら も 、 




















E え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 








ほ 要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 


























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 9 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農 業者 戸別 所 得 補 償 制 度 の 復活 を 求め る 意見 書 





ト 

















米価 が 生産 費 を 大 きく 下回る 水準 に 下落 し 、 多 く の 稲作 農家 が 「 こ れ で は 作り 続け られ 
な い 」 と いう 状況 が 生ま れ て いま す 。 ま た 「 安 い コ メ 」 の 定着 に よっ て 、 生 産 者 だ け で な 

く コ メ の 流通 業者 の 経営 も 立ち 行か な い 状況 と な っ て いま す 。 

農業 政策 に お いて は 、 農 地 を 集積 し 、 大 規模 ・ 効 率 化 を 図 ろ あう と し て いま す が 、 こ の 低 
米価 で は 、 規 模 を 拡大 し た 集落 営農 組織 や 法人 ほど 赤字 が 拡大 し 、 経 営 危 機 に 陥り か ね ま 
せん 。 
平成 25 年 度 ま で は 、 主要 農産 物 ( 米 、 麦 、 大 豆 な ど ) の 生産 を 行っ た 販売 農業 者 に 対し 
て 、 生 産 に 要する 費用 (全国 平均 ) と 販売 価格 (全国 平均 ) の 差額 を 基本 に 交付 する 「 農 
業者 戸別 所 得 補 償 制 度 」 が 設け られ 、 多 く の 稲 作 農家 の 再生 産 と 農村 を 支え て いま し た 。 
平成 26 年 度 か ら は 「 経 営 所 得 安 定 対策 」 に 切り 替わり 、 コ メ に つい て は 10 アー ル 当 た 
り 7, 500 円 の 交付 金 へ と 引き 下げ られ 、 稲 作 農 家 の 離 農 が 加速 し 、 地 域 が 一 層 疲 幣 し て い 
ます 。 し か も 、 こ の 制度 も 平成 30 年 度 産 米 か ら 廃止 され よう と し て いま す 。 

これ で は 、 稲 作 経営 が だ 成り 立た な い ば か りか 、 水 田 の 持つ 多面 的 機能 も 喪失 し 、 地 域 経 
済 が ます ます 困難 に 直面 する こと は 明らか で す 。 

今 こ そ 、 欧 米 で は 当たり 前 と な っ て いる 、 農 業 経営 を 下支え する 政策 の 確立 が 必要 で あ 
る と 考え ます 。 そ うし た 観点 か ら 、 生 産 費 を 補う 農業 者 戸別 所 得 補 償 制 度 を 復活 させ 、 国 
民 の 食糧 と 地域 経済 、 環 境 と 国土 を 守る こと を 求め ます 。 

つい て は 、 下 記 の 事項 に つい て 、 地 方 自治 法 第 99 号 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
記 
1 農業 者 戸別 所 得 補償 制度 を 復活 させ る こと 。 














































































































































































































































































































































































































市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 9 月 26 日 
【 提 
社会 保障 ・ 税 一 体 改革 担当 大 臣 
【 件 
求め る 意見 書 





平成 27 年 6 月 30 日 
れ た 。 


、 経 済 財政 と 改革 の 基本 方 針 

















この 方 針 に は 、 社 会 保障 分 野 の 歳出 を 重点 的 に 削減 する た め 、 

















出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 


名 】 介 護 保険 制度 に お ける 軽度 者 へ の 福祉 用 具 貸 与 及 び 住 宅 改 修 等 の 継続 を 


2015 (骨太 の 方 針 2015) が 開 議 決定 さ 














次 期 介護 保険 制度 改革 に 


























向け て 、 軽 度 者 に 対す る 生活 援助 サー ビ 
護 サ ービス 等 に つい て 、 給 付 の 見 直し や } 
盛り 込ま れ て いる 。 


ス 、 和 福祉 用 
h 域 支援 事 





















































原則 と し て 自己 負担 と する 制度 へ の 切り 替え が 提案 


























E た 、 財政 制度 審議 会 に お いて は 、 軽度 者 へ の 福祉 用 具 貸 与 及 び 住宅 改修 費 等 に つ 


具 貸 与 及び 要 介 護 1 2 の 方 々 へ の 介 
業 へ の 移行 を 含め た 検討 を 行う こと が 




















NE 








され て いる 。 
























































し か し な が ら 、 現 行 の 介護 保険 制度 に よる 福祉 
成す る 居宅 サー ビス 計画 に 基づき 、 適 切な サー ビス 





意欲 を 高め 、 介 護 者 の 負担 軽減 を 区 
仮に 、 福 祉 用 具 貸 与 や 住宅 改修 費 が 自 
し 、 転 倒 、 骨 折 等 の 発生 が 増加 、 ま た 、 要 介護 1 て 
は 介護 度 の 重度 化 と な る 可能 性 が 増加 し 、 最 終 的 に 
つなが る お それ が ある 。 






































































































































H 具 の サー ビス は 、 介 護 支 援 専門 員 





が 作 
を 提供 する も の で あり 、 高 齢 者 の 自立 


DL 




















る 極め て 重要 な 役割 を 果たし て いる 。 
己 負 担 と な なれ ば 、 手 すり 、 歩 行 器 等 の 利用 が 減少 








2 の 方 々 を 介護 保険 か ら 除 外す る こと 
は 、 か えっ て 、 介 護 保 険 給付 の 増大 に 






























































よっ て 、 国 に お いて は 、 軽 度 者 向け の 福祉 用 具 貸 
へ の 介護 サー ビス 等 に つい て 、 現 行 の 制度 の と お り 
こと を 強く 求め る 。 












































以上 、 地 方 自 














[ 





与 、 住 宅 改修 及び 要 介 護 1 ~ 2 の 方 々 
、 介 護 保 険 給付 の 対象 と し て 継続 する 





治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農協 改革 お よび 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 改革 に 関す る 意見 書 














農協 改革 は 、 組 織 に お ける 自己 改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生 産 現 場 の 実態 や 農業 関係 者 
の 意見 、 長 期 的 な 展望 を 踏ま えた 丁寧 な 議論 に より 進め る と と も に 、 指 定 生乳 生産 者 団体 
制度 の 改革 に つい て は 、 筑 給 調整 の 実効 性 と 公平 性 の 確保 が は か られ る よう 強く 要望 する 。 















































Ti 
























































理由 
平成 28 年 11 月 11 日 、 規 制 改革 推進 会 議 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ か ら 、「 農 協 改 革 に 
関す る 意見 」 が 公表 され た 。 

その 内 容 は 、J A 全 農 の 農産 物 委託 販売 の 廃止 と 全量 買取 販売 へ の 転換 や 、 信 用 事業 を 
営む JA を 3 年 後 を 目途 に 半減 させ る 等 、 自 主 ・ 自 立 を 原則 と する 協同 組合 へ の 介入 と 言 
わざ る を 得 な いも の で あっ た が 、 そ の 後 の 与 党 と の 調整 に より 、 現 実 的 で は な い 事 業 ・ 組 
織 の 見 直し に つい て は 排除 され る に 至っ た 。 
中 山間 地 を 抱え た 当地 域 に お いて 、」A は な く て は な ら な い 組 織 で あり 、 農 業 振興 や 地 
域 経済 の 維持 ・ 発 展 、 地 域 住 民 の コミ ュ ニ ティ ー に 大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 

今回 の 提言 の よう に 、 J A の 解体 を 招く よう な 事業 お よび 経営 へ の 介入 は 、 到 底 承 服 す 
る こと が で き な い 。 

農協 改革 は 、 真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自己 改革 が 基本 で ある こと を 前 提 に 進め 
られ る べき で ある 。 
また 同日 、 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ は 「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 
意見 」 も 併せ て 公表 し た 。 
呈 定 団体 以外 に 出荷 する 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や や 指定 団体 へ の 全量 委託 の 原則 廃止 な ど 
が 主 な 柱 で あり 、 そ の 後 の 与 党 と の 調整 に より 、 条 件 整備 を 前 提 に 補給 金 の 交付 対象 者 拡 
大 と 生乳 の 部 分 委託 の 拡大 が 容認 され た 。 
指定 生乳 生産 者 団体 制度 お よび 生産 者 補給 金 は 、 需 要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 集 送 
乳 を 通じ て 酷 農 経営 の 安定 と 所 得 増 大 を は か る 仕組 み で あり 、 中 山間 地域 等 の 条件 不利 地 
で 経営 を 行っ て いる 鷺 農 家 に と っ て は 、 極 め て 重要 な 制度 で ある 。 

よっ て 国 に お いて は 、 下 記 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 

記 

1 農協 改革 に つい て は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組 合原 則 を 無視 し 
た 介入 は 行わ な いと と も に 、 本 県 の 農業 振興 や 農業 所 得 増大 の 視点 か ら も 、 現 実 的 で は 
な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し を 強要 し な いこ と 。 
2 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
創り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ う 
する こと 。 










































































































































































































































































さ エ 上 

















































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





月 


【 提 出 先 】 衆 』 


議院 議長 、 参 グ 議院 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 


【 件 名 】 減 反 廃止 に 向け た 激減 緩和 措置 で ある 飼料 用 米 の 交付 金 の 現行 制度 堅持 を 
求め る 意見 書 


政府 は 、 農 業 の 成長 産業 イ 



































し を 重点 戦略 と し て 掲げ 、 さ ま ざ ま な 見 直し を 実施 し て いる 。 




















この な か で 、 飼 料 用 米 生産 に 対す る 交付 金 の 見 直し の 検討 を 開始 し 、 財 務 省 の 財政 制度 
審議 会 は 、2017 年 度 予算 編成 に 向け た 建 護 の な か で 、 収 益 性 の 低い 飼料 用 米 へ の 交付 金 に 
見 直し を 求め て いる 。 





ー ル 当たり 、10 万 








飼料 用 米 の 生産 は 、2014 


飼料 用 米 の 生産 面積 は 2013 年 に 











5, 000 円 で ある 。 






























































年 度 以降 に 収穫 量 に 応じ た 交付 金 と し 、 現 在 で は 最大 で 10 ア 








は 2.2 万 へ ヘクタール で あっ た が 、2015 年 に は 8.0 万 へ 


クタ ー ル で 、 生 産 基 も 11.5 万 トン か ら 42.1 万 トン と な っ た 。 




















当 市 で も 、2015 年 
施し 、 約 5 億 4, 000 万 円 の 交付 








度 に は 水田 面積 の 5.3%% に あたる 610.5 へ ヘクタール で 飼料 米 生産 を 実 
と な っ て いる 。 





この 飼料 用 米 生 産 の た め 、 直 播 田 植 機 な どの 農業 機械 の 導入 を 図り 、 義 燥 調整 施設 や 畜 














産 農家 に あっ て は 
行っ て いる 。 


























、 配 合 飼料 工場 を 整備 する な ど 、 今 後 の 生産 振興 に 期待 し て 設備 投資 を 
































政府 で は 、2025 年 度目 標 と し て 110 万 トン と し て お り 、 こ の 際 の 交付 金 は 1, 000 億 円 と 


想定 し て いる な か 、 
































交付 金 の 財政 負 

















の 不信 を 招き か ね な い 。 

















また 、 こ の 飼料 / 








な 農業 生産 法人 等 で 推進 し て お り 、 





し て いる た め 、 水 昌 


日 の 制度 が 変更 に 


の 弱体 人 擬 に な る こと が 懸念 され る 。 


よっ て 、 飼 料 用 米 生産 の 交付 金 は 























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 ( 


























担 の 増大 等 を 理由 に し た 現在 の 制度 の 見 直し は 、 農 政 


























H 米 生産 の 多く は 、 農 地 中 間 管理 事業 で 農地 の 集積 を 行っ て いる 大 規模 




















この 法人 等 は 水田 の 多面 的 機能 の 維持 に も 大 きく 真 献 
な れ ば 、 そ の 及ぼ す 影 響 は 大 きく 、 農 地 、 農 村 の 維持 
































、 現 行 制度 を 維持 する こと を 強く 求め る 。 








こよ り 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
名 】「 農 業者 戸別 所 得 補償 制度 」 の 復活 を 求め る 意見 書 


【 件 





ト 














米価 が 生産 費 を 下 











と いう 状況 が 続い て いま す 。 





























況 と な っ て いま す 。 


こう し た な か で 政府 は 、 農 地 を 集積 し 大 規模 ・ 効 率 化 を 図 ろ うと し て いま す が 、 今 




















回 る 水準 に 下落 し 、 多 く の 稲 作 農 家 が 「 こ れ で は 作り 続け られ な い 」 


また 「 安 い 米 」 の 定着 に よっ て 、 生 産 者 だ け で な く 流 通 業 者 の 経営 に も 影響 を 与え る 状 






































低 米 価 で は 規模 拡大 し た 集落 営農 や 農業 法人 で も 経営 危機 に 陥り か ね ませ ん 。 














生産 に 要する 費用 
所 得 補償 制度 」 





























平成 25 年 度 ま で は 主要 農産 物 ( 米 ・ 麦 ・ 大 豆 な ど ) の 生産 を 行っ た 販売 農業 者 に 対し て 、 


























と 農村 を 支え て いま し た 。 














り 7, 500 
さら に 、 
これ で は 











済 は 益々 疲 敵 し て し 
私 た ち は 、 





と が 必要 だ 


そう し た 観点 か ら 、 


と 地域 経済 





以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 














(全国 平均 ) と 販売 価格 ( 

















全国 平均 ) の 差額 を 基本 に 交付 する 「 農 業者 戸別 





に より 、10 アー ル 当 た り 15, 000 円 が 交付 され 、 多 く の 稲 作 農家 の 再生 産 


























平成 26 年 度 か ら は 「 経 営 所 得 安定 対策 」 に 切り か わり 、 稲 作 に つい て は 10 アー ル 当 た 
] の 交付 金 と な っ て いま す 。 


この 制度 も 平成 30 年 産 米 か ら 廃 止 さ れ よ うと し て いま す 。 





、 稲 作 経営 が 成り 立た な い ば か りか 、 水 田 の も つ 多 面 的 機能 も 喪失 し 、 地 域 経 
まう こと と な り ヨ 
今 こ そ 欧 米 で は 当たり 前 と な っ て いる 、 経 営 を 下支え する 政策 を 確立 する こ 











と 考え ます 。 





















































に より 、 意 


だ すっ 






























































生産 費 を 補う 「 農 業者 戸別 所 得 補 償 制 度 」 を 復活 させ 、 国 民 の 食糧 
、 環 境 と 国土 を 守る こと を 求め ます 。 























13 





市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 
【 提 出 先 


【 件 名 


日 本 は 、O 
徒 数 が 多く な 





























配置 する た め 
ーー 人 一 人 の 子 








め に は 、 教 職員 定数 改善 が 不可 欠 で す 。 ま た 、 新 し い 学 習 指導 要領 に より 、 授 業 時 数 や 指 


導 内 容 が 増加 
へ の 対応 、 い 








国 に よる 改善 


】 平成 28 年 12 月 16 日 

】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 

】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 に 戻す た め の 、 
2017 年 度 政 府 予算 に 係る 意見 書 

















ECD 諸 国 に 比べ て 、1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
っ て いま す 。 し か し な が ら 、 第 7 次 教職 員 定 数 改善 計画 の 完成 後 9 年 も の 間 、 
計画 の な い 状況 が 続い て いま す 。 自治 体 が 見 通し を 持っ て 安定 的 に 教職 員 を 
に は 、 国 段階 で の 国庫 負担 に 裏づけ され た 定数 改善 計画 の 策定 が 必要 で す 。 
工 た ち へ の きめ 細か な 対応 や 学び の 質 を 高め る た め の 教 育 環境 を 実現 する た 































































































































































































し て いま す 。 日 本 語 指導 な ど を 必要 と する 子供 た ちや 障がい の ある 子供 た ち 
じ め ・ 不 登校 な どの 課題 も も ちり ます 。 こ う し た こと の 解決 に 向け て 、 少 人 数 











教育 の 推進 を 含む 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 が 必要 で す 。 





いく つか の 
て いま す が 、 
































自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ れ 
国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を すべ き で す 。 


















































三位一体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制度 の 負担 割合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引 





き 下 げ ら れ ま 
た ち が 全 国 ど 

















し た 。 そ の 結果 、 自 治 体 財 政 が 圧迫 され 非 正規 教職 員 も ふえ て いま す 。 子 供 
こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 


















































子供 の 学ぶ 意欲 、 主 体 的 な 取り 組み を 引き 出す 教育 の 役割 は 重要 で あり 、 そ の た め の 条 
件 整備 が 不可 欠 で す 。 こ うし た 観点 か ら 、2017 年 度 政府 予算 編成 に お いて 、 下 記事 項 が 実 


現さ れる よう 















































、 強 く 要 望 い た し ます 。 





記 








1 子供 た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 
2 分 の 1 に 戻す こと 。 





以上 、 地 方 E 





































































































治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 16 日 
出 先 】 衆議院 議長 


【 提 


【 件 


私 立 学 校 は 、 の 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま 


岩手 県 知事 


公 教 育 














いこ と が 、 教 育 諸 条件 が 改 


こう し た 状況 の 中 で 、 教 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 








が 求め られ て いま す 。 


よっ て 。 





過疎 地 
を 求め ま 





芽 


以上 、 地 方 E 


この よう な 実情 
り 要 望 い た し 











E す 。 


上 な 














治 法 第 











99 条 の 規定 【 


、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 

















盤 は 、 厳 し い 


名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 

















一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 
環境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負 
た 、 生 徒 1 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
善 さ れ な い 大 き な 要 因 
育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 
し に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 





に な っ て い 





展 に 寄与 


し て いま すん 














3 












































負担 の 軽減 を 





担 は 家計 を 





図る と と も 


を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 

















"A 
O 





の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助 成金 を さら に 充実 する こと 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








陸前 高田 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 13 日 


【 提 
【 件 





出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 
名 】 農協 改革 に 関す る 意見 書 


議長 、 内 閣 





政府 は 、 全 国 
ど を 盛り 込ん だ 
この 




















金 の 交付 





農協 改革 」 
の 組織 の 見 直し 、 
や 経営 管理 が 適切 な 農業 経営 


農業 協同 組合 連合 会 (J A 全農 
農協 改革 方 針 を 正式 決定 し た 。 

は 、 農 産物 委託 販売 を 廃止 し 全量 買取 販売 へ 転換 する こと や 購買 
生乳 の 流通 に お いて は 、 指 定 団体 以外 に 
者 を 対象 に 収入 減 の 一 定 部 分 






































また だ た 、 





導入 する 内 容 と な っ て いる 。 


政府 に お いて は 


、 平 成 2 6 年 か ら 





























協 








改革 の 実践 を 進め て お り 、 そ の 途上 に ある 。 組合 員 、 
実 な 実践 こそ 見 守る べき で あり 、 政 府 に よる 介 








に 対し 、 重 大 な 危機 感 を も っ て 自己 改革 














また 、 営 農 











力 的 に 取り 組ん で いる 本 市 農業 に 
員 や 地域 住民 の 暮らし に 密接 に 関わ っ て いる 。 生乳 の 流通 に お いて は 、 需 





招く 刀 れ が あり 、 
この よう 【( 
さ を 鑑 みる と 、 
よっ て 国 

組合 員 の 利益 





























以上 、 地 方 E 














中 敗 や 集落 法人 の 設立 、 


こ 、 小 規模 経営 農家 を 中 心 と し た 


治 法 第 9 9 条 の 規定 


























新規 








生産 現場 は 不安 を 抱え て いる 。 











この 改革 の 内 容 は 性 急 で あり 、 





に お いて は 、 農 協 改 革 に 当たっ て は 
に 資す る こと を 基本 と し て 、 











就農 者 の 育成 、 
お いて 、 農 業 協同 組合 は 、 総 合 的 な 活動 を 通じ て 、 


総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 








業 放 





! 新 や 農産 物 の 輸 


I 


) の 


山本 





トー* 























け を 補う 





に 販売 する 酷 冊 





出 競 争 力 強 化 な 











人 


事業 
農家 へ の 補給 
収入 保険 制度 も 





























F 成 3 1 年 まで の 5 年 間 を 農協 改革 集中 期間 と し 、 農 














= を 実行 する よう 要請 し た 。 そ の 


J A 全 農 に お いて は 、 農 業者 の 所 得 向上 、 農 業 生産 の 拡大 、 地 域 活性 











化 を 


農 
要請 に 基づき 、 
目的 と し た 自己 























sr 
た の う 


農業 者 の 立場 ( 











た 自己 改革 の 着 














入 は 時 期 尚早 で ある 。 
地域 農産 物 の ブ 









































中 山間 地 で ある 当地 域 に も た ら 





容認 で きる も の で は な い 。 
農協 の 自己 改革 を 尊重 し 、 
































に より 意見 書 を 提出 し ます 。 


ラン ド 化 等 に 精 
組合 
理 給 調整 の 混乱 を 

















影響 の 大 き 


農業 の 振興 と 


a } な 審議 を 行う よう 強く 求め る 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








釜 石 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 11 月 25 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 
【 件 名 】 道路 ・ 河 川 の 早期 復旧 及び 河川 の 六 河 を 求め る 意見 書 











台風 第 10 号 に よる 災害 対応 で は 、 沿 岸 広域 振興 局 土木 部 に お か れ ま し て は 、 県 道 35 号 
釜石 遠野 線 の 通行 機 稚 保 の た め 、 同 路線 及び 症 佳 居 川 の 記 急 工事 鋭意 ご 尽力 を いた だ 
いて お り ま す 。 
また 、 応 急 工事 に 際 し まし て は 市 道 の 応急 復 
提供 な ど 数 多く の ご 配慮 を いた だ いて お り ま す 。 

部 局 の 迅速 で 適切 な 対応 に より 、 早 期 に 栗橋 地区 の 孤立 状態 を 解消 で きま し た こと 、 心 










































































工事 の 実施 と の 調整 や 、 災 害 箇所 の 情報 
































区 


























か ら 感 謝 を 申し 上 げ ま す 。 
つき まし て は 、 本 復旧 工事 の 実施 に 向け て 必要 な 支援 を 行う こと を 強く 要望 する も の で あ 
に 





記 

1 台風 第 10 号 に より 甚大 な 被害 を 受け た 県 道 35 号 釜 石 遠野 線 は 、 末 橋 地区 の 重要 な 幹 
線 道路 で あり 、 加 えて 平成 27 年 7 月 に 「 明 治 日 本 の 産業 革命 遺産 製鉄 ・ 製 鋼 、 造 船 、 
石炭 産業 」 の 構成 資産 の 一 つと し て 、 ユ ネス コ の 世界 遺産 癌 録 を 受け た 橋 野 鉄鉱 山 へ の 
ルー ト と な っ て いる こと か ら 、 そ の 早期 復旧 に つい て 県 道 に 隣接 する 鵜 住居 川 の 復旧 と 
併せ 早期 の 実施 を お 願い いた し ます 。 
2 台風 に よっ て 各 河 川 の 河道 が 変動 する な ど 、 河 川 管理 に 不要 な 土砂 等 の 堆積 箇所 が 変 
わっ た も の と 考え て お り 、 河 川 の 不要 な 堆積 物 等 の 箇所 把握 と その 除去 に 努め て いた だ 
きま す と と も に 、 定 期 的 、 継 続 的 な 河川 湾 深 を お 願い いた し ます 。 

3 東日本 大 震 災 に より 被災 し 、 再建 し た ば か り で ある が 、 台風 10 号 に よる 鵜 住居 川 の 池 
溢 で 「 鵜 住居 川 さ け ま す ふ 化 場 」 は 甚大 な 被害 を 受け まし た 。 今後 も 被害 が 懸念 され る 
状況 で あり ます こと か ら 、 当 該 施 設 の 上 下流 河川 堤防 の 整備 に つい て 、 早 期 の 実施 を お 
願い いた し ます 。 












































































































































則 



























































































































































IT 





























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 











17 








市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








釜 石 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 11 月 25 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 降雨 及び 河川 の 監視 体制 の 強化 を 求め る 意見 書 


当 市 に お いて 、 台 風 第 10 号 の 降雨 で は 、 河川 の 池 潜 や 土砂 崩落 な ど に より 、 住 宅 被害 の 
ほか 、 道 路 や 橋りょう 、 農 林業 施設 等 に 甚大 な 被害 を 受け て お り ま す 。 
近年 、 地 球 温暖 化 の 影響 等 に より 大 雨 や 局 地 的 降雨 が 発生 する な ど 、 雨 の 降り 方 が 変わ 
っ て き て お り 、 今後 も 今回 の 台風 被害 と 同等 、 ま た は それ を 上 回 る 災害 が 発生 する 可能 性 
が あり ます 。 
し か し な が ら 、 当 市 に お ける 雨量 及び 水位 観測 体制 は 脆 弱 な 状況 で あり 、 住 民 の 危険 を 
早め に 祭 知 する た め に は 、 和 観測 体制 の 強化 が 必要 と な っ て お り ま す 。 
つき まし て は 、 市 災害 対策 本 部 と し て 、 避 難 情報 の 発表 の 重要 な 指標 と な る 各地 区 に お 
ける 降雨 量 や 河川 水位 を 把握 する た め 、 ま た 、 住 民 が 河川 池 溢 等 の 危険 性 を 早期 察知 可能 
な 体制 を 整備 する た め 、 必 要 な 対策 を 講じ る よう 強く 要望 いた し ます 。 

訪 
1 雨量 観測 所 及び 水位 観測 所 を 増設 する こと 。 
2 河川 水位 警戒 標識 ( 量 水 標 ) を 設置 する こと 。 
3 岩手 県 河川 情報 シス テム が 安定 的 に 機能 する よう 対策 を 講じ る こと 。 



























































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 3 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





釜 石 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 11 月 25 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 
【 件 名 】 河川 の 早期 復旧 及び 河川 の 河 を 求め る 意見 書 








東日本 大 震 炎 か ら の 早期 復旧 ・ 復 興 の 取組 み を 懸命 に 進め る 中 で 、 平成 28 年 8 月 に 襲来 
し た 台風 第 10 与 は 、 当 市 に 基 大 な 被害 を も た らし て お り ま す 。 

特に も 、 台 風 第 10 号 が も た らし た 衰 雨 に より 、 市 内 の 各 河 川 は 河道 が 大 きく 変動 し た り 、 
一 部 で 池 溢 し て お り 、 各 河川 の 早期 復旧 と 定期 的 ・ 継 続 的 な 河川 の 商 深 を 強く 求め る も の 




















































































































































































































で あり ます 。 
つき まし て は 、 国 に お いて 被害 の 実情 を 十分 に 勘案 し 、 台風 第 10 号 が も た らし た 被害 か 
ら の 早期 の 復旧 に 万 全 を 期す た め 、 直 ち に 対策 を 講じ て いた だ く よ う 要望 し ます 。 
記 
1 当 市 内 の 河川 の 早期 復旧 及び 河川 の 商 党 に 必要 な 施策 の 推進 と 財政 支援 を 講じ る こ 
と 。 























Qc 
7T 
o 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








釜石 市 TWS 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 医療 費 助成 で 現物 給付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 国庫 負担 金 削減 の 
撤廃 を 求め る 意見 書 























本 県 の 医療 費 助 成 制度 は 、 就学 前 児童 及び 妊産婦 に つい て 、 平成 28 年 8 月 より 現物 給付 
が 導入 され まし た が 、 そ の 他 の 助成 対象 者 は 償 還 払い で す 。 
一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 療 機 関 窓口 に お いて 負担 上 限 額 まで の 支払 いで 済 
み ま す 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 限度 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ 
ON mo 
つなげ る こと が で きま す 。 ま た 、 償 還 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助 成 給 付 申請 書 の 手続 
き が 不要 で す 。 市 町 村 に と っ て は 、 償 居 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 で す 。 医療 機 
関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と 診療 報酬 明細 書 (レセ プ ト ) へ の 貼付 が 不 
要 で す 。 
し か し 、 現 物 給 付 を 導入 すれ ば 、 ペ ナル ティ と し て 国 か ら の 国民 健康 保険 に 係る 国庫 負 
担 金 が 削減 され て し まい ます 。 住 民 の 健康 の た め に 患者 負担 を 軽減 し て いる 自治 体 に 対し 
て ペナ ル テ ィ を 科す こと に は 疑問 を 禁じ 得 ま せん 。 
以上 の 点 か ら 、 国 に お か れ ま し て は 、 住 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治 療 に 
よる 重症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 する よう 求め ます 。 
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1. 国 は 現物 給付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 国民 健康 保険 に 係る 国庫 負担 金 の 削減 を 
や め る こと 


















































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 20 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】「 農 業者 戸別 所 得 補 償 制 度 」 の 復活 を 求め る 意見 書 





ト 





米価 が 生産 費 を 大 きく 下回る 水準 に 下落 し 、 多 く の 稲 作 農家 が 「 こ れ で は 米 を 作り 続け 
られ な い 」 と いう 状況 が 生ま れ て いる 。 ま た 、「 安 い コ メ 」 の 定着 に よっ て 、 生 産 者 だ け で 
な く コ メ の 流通 業者 の 経営 も や 立ち 行か な い 状況 と な っ て いる 。 

こう し た 中 で 政府 は 、 農 地 を 集積 し 、 大 規模 ・ 効 率 化 を 図 ろ あう と し て いる が 、 こ の 低 米 
価 で は 規模 を 拡大 し た 集落 営農 や 法人 ほど 赤字 が 拡大 し 、 経 営 危機 に 陥り か ね な い 。 
平成 2 5 年 まで は 、 主 要 農 作物 ( 米 、 麦 、 大 豆 な ど ) の 生産 を 行っ た 販売 農業 者 に 対し 
て 、 生 産 に 要する 費用 (全国 平均 ) と 販売 価格 (全国 平均 ) の 差額 を 基本 に 交付 する 「 農 
業者 戸別 所 得 補 償 制 度 」 が と られ 、 多 く の 稲 作 農家 の 再生 産 と 農村 を 文 えて きた 。 
平成 2 6 年 度 か ら は 「 経 営 所 得 安定 対策 」 に 切り 替わり 、 米 に つい て は 1 0 アー ル あ た 
り 7, 500 円 の 交付 金 へ と 引き 下げ られ 、 稲 作 農家 の 離農 が 加速 し 、 地 域 が 一 層 疲 弊 し 
て いる 。 し か も 、 こ の 制度 も 平成 3 0 年 産 米 か ら 廃 止 さ れ よ うと し て いる 。 

これ で は 、 衛 作 経営 が 成り 立た な い ば か りか 、 水 田 の も つ 多 面 的 機能 も 喪失 し 、 地 域 経 
済 を ます ます 困難 に し て し まう こと は 明らか で ある 。 
今 こ そ 欧 米 で は 当たり 前 と な っ て いる 、 経 営 を 下支え する 政策 を 確立 する こと が 必要 と 
考え る 。 そ うし た 観点 か ら 、 当 面 、 生 産 費 を 償う 農業 者 戸別 所 得 補償 制度 を 復活 させ て 、 
国民 の 食糧 、 地 域 経 済 、 環 境 及 び 国 土 を 守る こと を 求め る 。 

以上 の 趣旨 か ら 、 下 記事 項 に つい て 強く 求め る 。 
記 






















































































































































































































































































































































































1. 農業 者 戸別 補償 制度 を 復活 させ る こと 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








戸 市 





【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 12 月 20 日 


【 提 
【 件 


平成 28 年 11 月 11 











出 先 】 衆議院 議長 


日 、 規 制 改革 指 
する 意見 」 が 公表 され た 。 その 内 容 は 、 J A 全 農 の 農産 物 委託 販売 の 廃止 と 全量 買 











へ の 転換 や 、 信 用 事業 を 営む JA を 3 年 後 を 
不当 な 介入 と 言わ ざる を 得 な いも の で あっ た が 、 そ の 後 の 与 党 と の 調整 に 

















る 協同 組合 へ の 





、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 
名 】 農協 改革 及び 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 改革 に 関す る 意見 書 


















































臣 、 農 林 水 産 大 臣 











E 進 会 議 農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ か ら 「 農 協 改 革 に 関 
取 販 売 
途 に 半減 させ る 等 、 自 主 ・ 自 立 を 原則 と す 












































より 、 現 実 的 で は な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し に つい て は 排除 され る に 至っ た 。 





域 経済 の 維持 ・ 
の よう に 、 








中 山間 地 を 抱え た 当地 域 に お いて 、 JA は 無く て は 
発展 、 地 域 住 民 の コミ ュ ニ テ 
J A の 解体 を 招く よう な 事業 及び 経営 へ の 介入 は 、 到 底 承服 する こと が で き な 











い 。 農協 改革 は 、 
め ら れる べき で ある 。 
また 同 











真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 上 


























に 大 き 











な ら な い 組 織 で あり 、 農 業 振興 や 地 
な 役割 果たし て いる 。 今 回 の 提言 
































改革 が 基本 で ある こと を 前 提 に 進 

















意見 」 も 併せ て 公表 し た 。 指 定 団体 以外 に 出荷 する 生 























全量 委託 の 原則 廃止 な ど が 主 な 柱 で あり 、 そ の 後 の 与 











に 補給 金 の 交付 対象 者 拡大 と 生乳 の 部 分 委託 の 拡大 が 















































指定 生乳 生産 者 団体 制度 及び 生産 者 補給 金 は 、 
を 通じ て 酷 農 経営 の 安定 と 所 得 








需要 
る 仕組 み で あ 






































肖 大 を 区 














党 を 行っ て いる 本 農家 に と っ て は 、 極 め て 重要 な 制度 














よっ て 、 国 に お いて は 、 





1 . 農協 改革 に つい て は 、 





た 不当 な 介入 は 行わ な いと 

















次 の 事項 に つい て 取り 組む 








自己 改革 に 取り 組ん で いる 
と も に 、 本 県 の 農業 振興 

















的 で は な い 事業 ・ 組 織 の 見 直し を 強要 し な いこ と 。 
2. 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特性 を 踏ま え 









































創り 上 げ て きた 極め て 




















E 要 な 仕組 みな で ある こと か ら 





ずる こと 。 











以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意 









































日 、 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ は 「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 




















乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指定 団体 べ へ の 
党 と の 調整 に より 、 条 件 整備 を 前 提 
容認 され た 。 

に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 集 送 乳 
り 、 中 山間 地域 等 の 条件 不利 地 で 経 
で ある 。 

よう 強く 要望 する 。 



















































































や 農業 所 得 増 大 の 視点 か ら も 、 現 実 











、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





二 戸 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 12 月 20 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議 


【 件 名 】 自衛 隊 の 南 ス ー ダ ン か ら の 撤退 を 求め る 意見 書 























政府 は 、 陸 上 自衛 隊 を 内 戦 状態 に ある 南 ス ー ダ ン に 派遣 し まし た 。 こ の こと は 、 自 衛 隊 
が 殺し 殺さ れる 初め て の 事態 に な りか ね ませ ん 。 
H 衛 隊 が 海外 で 武力 行使 する こと は 、 益 法 上 許さ れ ま せん 。 日 本 を 再び 戦争 する 国 に し 
て は な り ま せん 。 

ヨ 衛 隊 は 今 ま で 大 き な 災 害 が 発生 する た びに 
働い て きま し た 。 

この よう な 自衛 隊員 の 命 を 危険 に さら すべ き で は あり ませ ん 。 

以上 の 立場 か ら 、 政 府 は 南 ス ー ダ ン か ら 一 日 も 早く 自衛 隊 を 撤退 させ る こと を 求め る も の 
で すす 。 






































動 し 、 復 旧 の た め に 、 人 命 救 助 の た め に 























上 上 




















































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 16 日 





【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 法 務 大 臣 、 
農林 水産 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 
【 件 名 】 免税 軽油 制度 の 継続 を 求め る 意見 書 

















これ まで 観光 レジャー 産業 の 発展 に 貢献 し て きた 免税 軽油 制度 が 、 地 方 税法 の 改正 に 伴 
い 、 平 成 30 年 3 月 末 で 廃止 され る 状況 に ある 
免税 軽油 制度 は 、 軽 油 引取 税 (1 リッ トル 当たり 32 円 10 銭 ) を 免除 する 制度 で 、 農 業 
用 機械 や 鉄道 、 船 舶 、 製 造 業 、 倉庫 、 港湾 で の 荷役 用 途 車 両 な ど 、 道路 を 使用 し な い 車 両 、 
機械 の 燃料 用 の 軽油 に つい て は 免税 が 認め られ て きた も の で ある 。 
当 市 に お いて も 、 索 道 事業 者 が 使う スキ ー 場 の コー ス 整 備 の た め の ゲ レン デ 整 備 車 、 人 
工 降 害 機 、 管 理 車両 等 の 軽油 に つい て 、 申 請 に 基づき 免税 が 認め られ て き て お り 、 大 き な 
援助 制度 と な っ て いた も の で ある 。 

この 制度 が な く な れ ば 、 ス キー 場 等 の 市 内 観光 レジ ャ ー 産 業 が 大 き な 負 担 増 を 強い られ 、 
益々 事業 の 経営 維持 が 困難 に な る と と も に 、 農 林業 な ど に も 計り 知れ な い 悪 影響 を 与え る 
こき さがる 。 
特に 、 ス キー 場 は 、 観 光 立 国 推進 開 僚 会 議 が 推進 する 「 観 光 ビ ジョ ン 実 現 プ ログ ラム 」 
に お いて も 重要 な コン テン ツ と な っ て いる が 、WirFi 環境 整備 や 多 言 語 対応 な ど 、 事 業者 の 
負担 も 増大 し て いる と ころ で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 免 税 軽油 制度 が 継続 され る よう 強く 要望 する 。 





































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 





【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 12 月 16 日 


【 提 
【 件 





売 へ の 転換 や 、 





する 協同 組合 へ の 
に より 、 現 実 的 で は な い 事 業 
中 山間 地 を 抱え た 当地 域 に お 
地域 経済 の 維持 ・ 








言 の よ うに 、 


出 先 】 衆議院 議長 


平成 28 年 11 月 11 
関す る 意見 」 が 公表 され た 。 そ の 


生 議 











日 、 規 制 改革 推進 会 議 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ か ら 、「 


、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
名 】 農協 改革 及び 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 改革 に 関す る 意見 書 






































内 容 は 、 J A 全農 の 農産 物 委託 販売 の 廃止 と 全量 買取 販 
信用 事業 を 営む ず JA を 3 年 後 を 目途 に 半減 させ る 等 、 自 主 ・ 自 立 を 原則 と 


























発展 、 地 域 住 
J A の 解体 を 招く よう な 事業 及び 経営 へ の 介入 は 、 到 底 承服 する こと が で き 























不当 な 介入 と 言わ ざる を 得 な いも の で あっ た が 、 そ の 後 の 与 党 と の 調整 




















・ 組 織 の 見 直し に つい て は 排除 され る に 至っ た 。 
SC 、 本 A は 、 な く て は 





な ら な い 組 織 で あり 、 農 業 振興 や 














な い 。 農協 改革 は 、 真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 E 





進め られ る べき で ある 。 
農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ は 、「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す 


また 。 同 上 、 





る 意見 」 も 併せ て 公表 し た 。 指 














の 全量 委託 の 原 


則 





備 を 前 提 に 、 





補給 金 の 交 














指定 生乳 生 








者 





























以上 の 








産 者 団 
を 通じ て 、 酷 農 経営 
利 地 で 経営 を 行っ て いる 自 
理由 か ら 、 農 協 改 革 は 、 組 織 に お ける 自 


トン 





体制 
の 安定 と 所 得 


農家 に と 


民 の コ 


っ 
> 
で 


ュ ニ ティ に 大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 今回 の 提 


























改革 が 基本 で ある こと を 前 提 に 




















ーー 








寺 | 











体 以外 に 出荷 する 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指定 団 


体 へ 



































廃止 な ど が 主 な 柱 で あり 、 そ の 後 の 与 党 と の 調整 に より 、 一 
け 対 象 者 の 拡大 と 生乳 の 部 分 委託 の 拡大 が 容認 され た 。 
度 及 び 生 産 者 補給 金 は 、 











定 の 条件 整 














需要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 集 送 乳 













































































実態 や 農業 関 1 





ンド 





の 意 





見 、 長 員 








定 生乳 生産 者 





本 











ニ 


の 

















1 農協 改革 








的 で は な いい 








国 に お いて は 、 下 記 の 事 ] 


(に つい て は 、 自 
た 不当 な 介入 は 行わ な いと 


『 業 ・ 組 












































織 の 見 





年 





2 | 











定 生乳 生 


者 








二 





体制 度 は 、4 














肖 大 を 


的 な 展望 を 踏ま えた 丁寧 な 議論 に より 進め る と と も に 、 指 
体制 度 の 改革 に つい て は 、 和 需給 調 整 の 実効 性 と 公 
順に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 


区 














る 仕組 み で あり 、 特 に 、 中 山間 地域 等 の 条件 不 
っ て は 、 極 め て 重要 な 制度 で ある 。 
自己 改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生 産 現場 の 



















































































F 性 の 確保 が 





図ら れる よ 











記 


























己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組合 原則 を 無視 し 
と も に 
直し を 強要 し な いこ と 。 











、 地 域 の 農業 振興 や 農業 所 得 増大 の 視点 か ら も 、 現 実 





E 乳 の 特性 を 踏ま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 








創り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 


する こる 3 





以上 、 地 方 自 

















治 法 第 99 条 の 規定 











ーー 











に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】「 農 業者 戸別 所 得 補 償 制 度 」 の 復活 を 求め る 意見 書 





ト 








米価 が 生産 費 を 大 きく 下回る 水準 に 下落 し 、 多 く の 稲 作 農家 が 「 こ れ で は 作り 続け られ 
な い 」 と いう 状況 が 生ま れ て いる 。 ま た 、「 安 い 米 」 の 定着 に よっ て 、 生 産 者 だ け で な く 、 
米 の 流通 業者 の 経営 も 立ち 行か な い 状 況 と な っ て いる 。 

この よう な 中 で 、 政 府 は 、 農 地 を 集積 し 、 大 規模 ・ 効 率 化 を 図 ろ うと し て いる が 、 こ の 
低 米 価 で は 、 規 模 拡大 し た 集落 営農 や 法人 ほど 赤字 が 拡大 し 、 経 営 危 機 に 陥り か ね な い 。 
平成 25 年 度 ま で は 、 主要 農産 物 ( 米 、 毒 、 大 豆 な ど ) の 生産 を 行っ た 販売 農業 者 に 対し 
て 、 生 産 に 要する 費用 (全国 平均 ) と 販売 価格 (全国 平均 ) の 差額 を 基本 に 交付 する 「 農 
業者 戸別 所 得 補 償 制 度 」 が 取ら れ 、 多 く の 稲 作 農家 の 再生 産 と 農村 を 支え て いた 。 
平成 26 年 度 か ら は 、「 経 営 所 得 安定 対策 」 に 切り 替わり 、 米 に つい て は 、10 アー ル 当 た 
り 7, 500 円 の 交付 金 べ へ と 引き 下げ られ 、 稲 作 農 家 の 離 農 が 加速 し 、 地 域 が 一 層 疲 刺し て き 
て いる 。 し か も 、 こ の 制度 も 平成 30 年 産 米 か ら 廃止 され よう と し て いる 。 

これ で は 、 稲 作 経 営 が 成り 立た な い ば か りか 、 水 田 の 持つ 多面 的 機能 も 喪失 し 、 地 域 経 
済 を ます ます 困難 に し て し まう こと は 明らか で ある 。 

以上 の 観点 か ら 、 経 営 を 下支え する 政策 を 確立 する こと が 必要 で ある と 考え 、 生 産 費 を 
償う 農業 者 戸別 所 得 補償 制度 を 復活 させ 、 国 民 の 食糧 と 地域 経済 、 環 境 と 国土 を 守る よう 
要望 する 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 12 月 22 日 


【 提 
【 件 


出 先 】 衆議院 議長 


求め る 意 





\ 訓 練 中 に 
7 


E 成 28 有 
安部 沖の 浅瀬 に 


事故 機 と は 5 


E 12 月 13 日 


ミミ 華 
ヽ 参議 院 


見 書 


午後 9 時 3 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 防 衛 大 臣 
名 】 米 海兵 隊 の 垂直 離着陸 輸送 機 MVー 2 2 オス プレ イ の 配備 の 即時 撤去 を 


E ご ろ 、 章 








日 











縄 本 島 東 海岸 か ら 約 80 メー トル 離れ た 名 護 市 

















< 軍 3 

















墜落 し 、 大 





も 発生 し て いる 














垂直 離 


























ぎ 、 安 全 性 





一 連 の 事故 の 発生 【 





」 に 、 


『 大間 飛 行 場所 
破 す る と いう 重大 事故 が 発生 
同型 機 の オス プレ イ が 同 








陸 輸 送 機 MVー2 2 オス プレ イ は 開発 段階 か ら 
E に 疑問 が 持た れ て きた 。 
呈 に 対し 、 ロー レン ス ・ 


尾 の 海兵 


ニコ ルソン 








隊 の 垂直 離着陸 輸送 機 MVー 2 2 オス プレ イ 
し だ 。 
日 夜 に 





























普天 間 飛 行 場 に 胴体 

















週 去 に も 墜 落 


死亡 事故 が 相 次 








外 

















軍 調 整 官 ロッ ト の 対応 は 


























「 被 害 を 与え ず 感謝 され る べき 」 と 発言 し 、 さ ら に 波紋 を 広げ て いる 。 


さら に 今 
本 の 機関 カ 


すべ き 日 
この よう 





イ の 吊り 下げ 訓練 な どの 訓練 を 地域 人 











な 安全 確 

















る も の で は な い 。 


ロー デー 


石 ゴ 











て お り 、 








よっ て 、 


り 意 見 書 を 提 


日 本 政府 に 
出す る 。 














1 . 


直 離着陸 
































る 6 と どど と 。 





























E ら な い 問 





回 も 米 軍 及び 沖縄 県 警 で 規制 し 、 
近寄れ な い 事 態 を 
E 保 が で き な い 状況 下 で 、 米 軍 が 垂直 離 
E 民 の 強い 反対 に も か か わら ず 強 行 する 行為 は 許 





惹起 








県 を 含め 全国 で の 飛行 訓練 ルー ト が 設定 
沖縄 県 に と ど ま 題 で ある 。 


対し て 、 下記 事項 に つい て 強く 要求 し 地方 





輸送 機 MVー 2 2 オス プレ イ の 








周 査 














k= 





事故 現場 に 日 米 地 位 協 定 第 17 条 に より 、 


し て いる 。 

















陸 輸 送 機 MVー2 2 オス プ 























衛 隊 基地 に も 飛来 し 








され て お り 一 本 木 の 自 





こよ 


自治 法 第 99 条 の 規定 | 





記 














内 で の 訓練 を 中 止 さ せ 、 撤 去 を 求め 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 

【 件 名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 へ の 加入 を 求め る 意見 書 





地方 久生 が 、 わ が 国 の 将来 に と っ て 重要 な 政治 課題 と な り 、 そ の 実現 に 向け 大 き な 責 任 
を 有する 地方 議会 の 果たす べき 役割 は ます ます 重要 と な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 、 地 方 議会 議員 は 、 こ れ ま で 以上 に 地方 行政 の 広範 か つ 専 門 的 な 諸 課 
題 に つい て 住民 の 意向 を くみ と り 、 的 確 に 執行 機関 の 監視 や 政策 提言 等 を 行う こと が 求め 
































































































































また 、 地 方 議会 議員 は 、 議 会 活動 の ほか 地域 に お ける 住民 ニー ズ の 把握 等 さま ざま な 議 
員 活 動 を 行っ て お り 、 近 年 に お いて は 都市 部 を 中 心 に 議員 の 専業 化 が 進ん で いま す 。 

一 方 で 、 統 一 地方 選挙 の 結果 を 見 る と 、 投 票 率 が 低下 傾向 に ある と と も に 無 投票 当選 者 
の 割合 が 高く な る な ど 、 住 民 の 関心 の 低 さ や 地方 議会 議員 の な り 手 不足 が 深刻 な 問題 と な 
っ て いま す 。 

こう し た 状況 に 鑑み 、 国 民 の 幅広 い 層 か ら の 政治 参加 と 地方 議会 議員 の 人 材 確保 の 観点 
か ら 、 議 員 及 びそ の 遺族 の 生活 安定 と 福祉 向上 を 図る た め 、 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 加入 
の た め の 法 整備 を 早急 に 実現 する よう 強く 要望 し ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 12 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私学 教育 の 充実 と 発展 を 求め る 意見 書 





私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 相 を 担い 学校 教育 の 充実 発展 に 寄 写 し て いま す 。 
現在 、 少 子 化 な ど に より 私 立 学校 の 経営 基盤 は 上 厳 し い 環境 に お か れ て お り 、 私 立 学 校 に 

































































通わ せる 保護 者 の 学費 負担 は 家計 を 大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か け 
られ る 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い こと が 、 私 立 学校 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き 
な 要因 と な っ て いま す 。 




















こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 諸 条件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と 
も に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充 
実 が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 国 及び 県 に お いて は 、 こ の よう な 私 学 教 育 を 取り 巻く 実情 を 勘案 し 、 過 疎 地 域 
の 私 立 学校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する よう 強く 求め る も 
の で す 。 











































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 








奥 州 市 


























意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 防 衛 大 臣 
【 件 名 】 南 スー ダン へ の 新た な 任務 で 自衛 隊 を 派遣 する こと の 中 止 を 求め る 意見 書 
政府 は この 平成 28 年 11 月 に 、 南 スー ダン に 新た な 任務 を 持っ た PKKO へ の 自衛 隊 派 遣 
を 決め 、 同 月 20 日 に 、 陸 上 自衛 隊 第 11 次 派遣 隊 の うち 130 人 が 現地 に 出発 し た 。 



































新た な 任務 と いう の は 、「 駆 け 付け 警護 」 な ど で こ れ ま で の PKO の 任務 と は 大 きく 異な 


り 、 自衛隊 だ け で な く 他 国 の 軍隊 や 国連 の 指揮 下 の PKO 部 隊 が 危機 の 時 、 武器 を 使用 し 、 
























































警護 する と いう こと で す 。 マ スコ ミ は 、「 自 衛 隊 ・ 新 任務 の 訓練 着手 」! 安 保 法 運 / 



































使用 の 可能 性 」 な ど と 報じ て いる よう に 大 き な 任 務 の 変質 と な り ま す 。 















































日 本 は これ まで 戦後 70 年 余 、 自 衛 隊 が 海外 で 武器 を 使い 他国 民 を 殺す こと は 皆無 
























































1 で 武器 


で あっ 


た し 、 自 衛 隊 員 が 海外 で 殺さ れる こと も あり ませ ん で し た 。 これ は 、 私 た ち 日 本 国民 が 誇 

















れる こと で す 。 

















帯び る こと は 指摘 され て いる と お り 重 大 な こと で す 。 



































し か し 今回 、 自 衛 隊 員 が この 新た な 任務 で 派遣 され 、「 殺 し 、 殺 され る 」 こ と が 現実 味 を 


先 の 太平 洋 戦争 で 奥州 市 内 の 旧 5 市 町 村 で も 3, 695 人 が 海外 で 命 を 落と し 、 多 く の 若 者 


が 犠牲 に な り ま し た 。 そ し て 、 全 国 で は 300 万 人 余 の 命 が 失 われ ま し た 。 決 し て 繰り 返し 




















て は な ら な いこ と で す 。 奥 州 市 内 の 少な く な い 若 者 も 自衛 隊 に 参加 し 、 災 害 復 旧 や 我 が 
の 緊急 上 自衛 の 任務 に つい て いま す 。 そ れ は 、 海 外 で 武力 を 行使 する こと を 念頭 に し た 自 
























































隊 参 加 で は な い は ず で す 。 若者 の 命 を 大 切 に する こと こそ 自治 体 の 任務 で あり 、 今 
スー ダン へ の 新た な 任務 に よる 自衛 隊 の 派遣 の 中 止 」 を 求め る も の で す 。 

































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し 3 











す 。 
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市 町 村 議 会 名 








奥 州 市 













































































意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (地方 創 生 、 規 制 改革 ) 

【 件 名 】 農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 

JA いわて グル ー プ は 、 昨 年 開催 し た 第 44 回 A 岩 手 県 大 会 に お いて 、「 農 家 組 合 員 の 
所 得 増 大 ・ 農 業 生 産 の 拡大 」「 地 域 の 活性 化 」「 結 び つ き 強 化 」 を 基本 目標 と し て 、 自 己 改 
革 に 取り 組む こと を 決議 し 、 全 国 の JA グル ー プ と 共に 創造 的 自己 改革 の 実践 に まい 進 し 

















て いる と ころ で あり ます 。 

この よう な 中 、11 月 11 日 に 政府 の 規制 改革 推 
業 改革 に 関す る 提言 を 公表 し まし た 。 

「 農 協 改 革 【 
転換 や 、 信 用 事業 を 営む JA を 3 年 
すず 。 













































































後 を 








途 に 半減 させ る 等 











組織 し 、 運 営 す る J A の 事業 ・ 
全農 経済 事業 や ] A 信 用 事業 の 機能 と 役者 

te 

また 、「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 意見 」 











































































































進 会 議 農業 ワー キン グ ・ 


こ 関す る 意見 」 で は 、」 A 全 農 の 農産 物 委託 販売 の 廃止 と 全量 買 





で は 、 指 定 団体 以外 に 出荷 











グル ー プ が 、 








庄 








世 立 人 へ | 














る 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指定 団体 へ の 全量 委託 の 原則 廃止 な ど 、 
恐れ が ある 内 容 と な っ て お り 、 生 産 現場 は 不安 と 慣 り を 抱え て いま す 。 




















財 整 の 混乱 を 招 


1m ポロ 8 














つき まし て は 、 政 府 が 検討 し て いる 農業 ・ 農 協 改 革 に つい て 、 下 記事 項 

















を 提出 し ます 。 





記 








1 . 農協 改革 に つい て は 、 自 
性 を 損なう こと が な いよ う 、 不 当 メ 
2. 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 

人 Il り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕 
する こと 。 




















ょ 介入 は 行わ な いこ と 。 
E 乳 の 特 
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本 中 






































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 























刈 


販売 へ の 
、 一 方 的 な 内 容 と な っ て いま 





組織 の 在り 方 へ の 過剰 な 介入 と 言わ ざ 
| を 無視 し た 不当 な 内 容 で あり 、 組 


織 


す 
く 














(こつ いて 意見 


己 改 革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組 合 と し て の 自 3 








] 
LU【 





性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 12 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】「 農 業者 戸別 所 得 補 償 制 度 」 の 復活 を 求め る 意見 書 

















米価 が 生産 費 を 大 きく 下回る 水準 に 下落 し 、 多 く の 稲作 農家 が 「 こ れ で は 作り 続け られ 
な い 」 と いう 状況 が 生ま れ て いま す 。 ま た 「 安 い コ メ 」 の 定着 に よっ て 、 生 産 者 だ け で な 
く 米 の 流通 業者 の 経営 も 立ち 行か な い 状 況 と な っ て いま す 。 
こう し た な か で 政府 は 、 農 地 を 集積 し 、 大 規模 ・ 効 率 化 を 図 ろ うと し て いま す が 、 こ の 
低 米 価 で は 規模 拡大 し た 集落 営農 や 法人 ほど 赤字 が 拡大 し 、 経 営 危 機 に 陥り か ね ませ ん 。 
平成 25 年 度 ま で は 、 主要 農産 物 ( 米 、 麦 、 大 豆 な ど ) の 生産 を 行っ た 販売 農業 者 に 対し 
て 、 生 産 に 要する 費用 (全国 平均 ) と 販売 価格 (全国 平均 ) の 差額 を 基本 に 交付 する 「 農 
業者 戸別 所 得 補償 制度 」 が と られ 、 多 く の 稲 作 農家 の 再生 産 と 農村 を 支え を て いま し た 。 
平成 26 年 度 か ら は 、「 経 営 所 得 安 定 対策 」 に 切り 替わり 、 米 に つい て は 10 a あたり 7, 500 
円 の 交付 金 へ と 引き 下げ られ 、 稲作 農家 の 離農 が 加速 し 、 地域 が いっ そう 疲 幣 し て いま す 。 
し か も 、 こ の 制度 も 平成 30 年 産 米 か ら 廃 止 さ れ よ うと し て いま す 。 

これ で は 、 稲 作 経 営 が 成り 立た な い ば か りか 、 水 田 の も つ 多 面 的 機能 も 喪失 し 、 地 域 経 
済 を ます ます 疲 幣 させ て し まう こと は 明らか で す 。 

私 た ち は 、 い まこ そ 欧 米 で は 当たり 前 と な っ て いる 、 経 営 を 下支え する 政策 を 確立 する 
こと が 必要 だ と 考え ます 。 こ の 観点 か ら 、 生 産 費 を 補う 農業 者 戸別 所 得 補償 制度 を 復活 
せる こと を 求め ます 。 



























































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 法 務 大 臣 、 


【 件 名 】 素 道 事業 等 に 係る 免税 軽油 制度 の 継続 を 求め る 意見 書 





これ まで 冬季 観 う 
制度 が 、 地 方 税法 の 改 
免税 軽油 制度 は 、 
庫 、 港 湾 で の 荷役 用 途 車両 な ど 
認め られ て きた も の で す 。 
当 市 に お いて も 、 索 道 ヨ 
工 降雪 機 、 管 理 車両 等 の 軽 ? 





に 

















li 














国土 交通 大 臣 








E 産 業 の 重要 な 相 





























E に 伴い 、 
軽油 引取 税 を 免税 する 制度 で 、 農 業 用 機械 や 鉄 
























































援助 制度 だ と な っ て お り ま す 。 


この 制度 が 廃止 され れ ば 、 人 冬季 観光 
維持 が 困難 と な る な ど 、 地 域 経済 や 市 民 ス ポー ツ 振 興 
と と な り ま す 。 
に お いて は 、 こ れ ら の 実情 を 深く 























よっ て 、 国 














く 要 望 す る も の で す 。 


以上 、 地 方 用 























治 法 第 99 条 の 規 








路 を 使用 し な い 旨 


























E に より 、: 










































































E で ある スキ ー 場 産業 に と っ て 大 き な 利 点 で ある 免税 
F 成 30 年 3 月 末 で 廃止 され る 状況 に あり 
、 船 舶 、 製 造 業 、 


と 
= 












































1 の 軽 3 








Ei 


業 者 が 使う スキ ー 場 の コー ス 整 備 の た め の ゲ レン デ 整 備 車 、 









































産業 な ど に お いて も 大 き な 負 担 

















当 を 強い られ 、 経 

















理解 され 、 免 税 軽 : 

















hh れ な い 








H 


軽 





倉 


に つい て 免税 が 


人 


に つい て 、 申 請 に 基づき 免税 が 認め られ て き て お り 、 大 き な 


本 


融 を 与え る こ 


制度 を 継続 する よう 強 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 9 月 30 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 


【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 





私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学 校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
こと が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よ 2 う 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 




















































































































過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 






































以上 、 地 方 E 





治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 9 月 30 日 


【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 


【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め の 、 


20 1 7 年度 政 府 予算 に 係る 意見 書 
































上 員 を 配置 する た め に は 、 国 段階 で の 国庫 負担 に 裏 付 ( 
す 。 ま た 、 新 し い 学 習 指導 要領 に より 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 し て いま す 。 日 本 語 指 
導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障害 の ある 子ども た ち へ の 対応 、 い じ め ・ 不 合 校 な どの 
課題 も も ちり ます 。 さ ら に 、 少 子 化 に 伴っ て 児童 数 が 減少 し て いる 地域 で は 、 学 級 の 複式 化 
に よっ て 教職 員数 が 減り 、 子 ども た ちの 学習 保障 が 







































































日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学級 当たり の ! 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 し か し な が ら 、 第 7 次 教職 
間 、 国 に よる 改善 計画 の な い 状 況 が 続い て いま す 。 
























































画 の 完成 後 1 0 年 も の 
持っ て 安定 的 に 教職 











書 計 画 の 策定 が 必要 で 









































る 複式 学級 を 解消 し 、 一 人 ひと り の 子ども た ち へ の きめ * 
め の 教 育 環境 を 実現 する た め に も 、 教 職員 定数 改善 は 不可 欠 で す 。 









































E す 。 小 規 模 校 に お け 
か な 対応 や 学び の 質 を 高め る た 


子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 











意 法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教 育 予算 に つい て 、 






























































占め る 公 財 政 支 出 の 割合 
は 、OECD 加 量 国 (ゲー タ の ある 3 4 か 国 ) の 中 で ほぼ 最 下 位 に 近い 値 と な っ て いま す 。 
また 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 国 負 担 割 合 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ て 以 
来 、 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 厳 し い 財 政 状況 の 
れ て いま す 。 こ の こと は 、 自 治 体 の 判断 と し て 教職 員 





















































と の 現れ で あり 、 国 の 施策 と し て 財源 を 保障 し 、 子 ども の 学ぶ 意欲 ・ 
引き 出す た め の 条 件 整備 を 行っ て いく こと は 必要 不可 欠 な こと で す 。 
































、 に よる 定数 措置 が 行わ 
数 改善 の 必要 性 を 認識 し て いる こ 











主体 的 な と りく み を 


こう し た 観点 か ら 、 2 0 1 7 年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 され る よう 、 地 



































方 自治 法 第 9 9 条 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
記 














1 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 























を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
































を 推進 する こと 。 

















負担 制度 の 負担 割合 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








滝 沢 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 16 日 
【 提 出 先 】 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 








本 年 1 1 月 1 1 日 、 政 府 の 規制 改革 推進 会 議 農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ か ら 農 業 改 革 に 
関す る 提言 が 公表 され まし た 。 

「 農 協 改 革 に 関す る 意見 」 で は 、 全 国 農業 協同 組合 連合 会 (以下 、「 全 農 」 と いう 。) の 
農産 物 委 託 販売 の 廃止 と 全量 買取 販売 へ の 転換 や 信用 事業 を 営む 地域 農業 協同 組合 (以下 、 
「 A」 と いう 。) に つい て 3 年 後 を 目途 に 半減 させ る 等 が 示さ れ ま し た 。 そ の 後 、 事 業 ・ 
組織 の 見 直し に 関す る 事項 に つい て は 排除 され まし た が 、 当 該 意見 は 協同 組合 の 自主 ・ 自 
立 の 原則 に 反 し ます 。 
中 山間 地域 を 抱え た 当地 域 に お いて 、」A は 農業 振興 や 地域 経済 の 維持 ・ 発 展 、 地 域 住 
民 の コミ ュ ニ ティ ー に 大 き な 役 割 を 果たし て お り 、 な く て は な ら な い 組 織 で あり ます 。 
農協 改革 に つい て は 、 全農 や JA 組 織 が 創造 的 自己 改革 に 取り 組ん で いる こと を 尊重 し 、 
生産 現場 の 実態 や 農業 関係 者 の 意見 、 長 期 的 な 展望 を 踏ま えた 丁寧 な 議論 に より 進め られ 
る べき で あり ます 。 
また 、「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 意見 」 で は 、 指 定 生 乳 生産 者 団体 以 
外 に 出荷 する 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指定 生乳 生産 者 団体 へ の 全量 委託 の 原則 廃止 等 が 示 
され まし た 。 そ の 後 、 条 件 整備 を 前 提 に 補給 金 の 交付 対象 者 拡大 と 生乳 の 部 分 委託 の 拡大 
が 容認 され ま し た 。 
指定 生乳 生産 者 団体 制度 お よび 生産 者 補給 金 は 、 需 要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 集 送 
乳 を 通じ て 酷 農 経 営 の 安定 と 所 得 増大 を は か る 仕組 み で あり 、 中 山間 地域 等 の 条件 不利 地 
で 経営 を 行っ て いる 酷 農家 に と っ て は 、 極 め て 重要 な 制度 で あり ます 。 
指定 生乳 生産 者 団体 制度 に つい て は 、 和 需給 調整 の 実効 性 と 公平 性 の 確保 の た め 維 持 され 
る べき で あり ます 。 
以上 の 趣 言 か ら 下 記 の 事項 に つい て 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
ます 。 
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記 
1 農協 改革 に つい て は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 を 鑑み 、 協 同 組合 と し て の 自主 
性 を 損なう こと が な いよ う 5 配慮 する こと 。 
2 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
創り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 
ずる 5 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








宇 石 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 9 月 20 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議 


文部 科学 大 臣 


長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 


【 件 名 】 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め の 、 平 成 2 9 年 度 政府 


予算 に 係る 意見 書 


子ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 



















































































憲法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教 育 予 算 に つい て 、 日 本 の GDP に 占め る 公 財 政 支 出 の 割合 
は 、 OE CD 加盟 国 (ゲー タ の ある 3 4 カ国 ) の 中 で ほぼ 最 下 位 に 近い 値 と な か っ て いま す 。 
また 、 小 泉 政 権 下 の 三位一体 改革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負担 割合 は 2 分 の 
1 から 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 厳 し い 財政 状況 の 
中 、 独 自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ ん れ て いま す が 、 国 の 施策 と し て し っ か り と 財源 を 保障 





































































































し 、 子 ども の 学ぶ 意欲 ・ 主 体 的 な と りく み を 引き 出す た め の 条 件 整備 を 行っ て いく こと は 





必要 不可 欠 な こと で す 。 














以上 の 観点 か ら 、 平 成 2 9 年 度 政 府 予 算 編 成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 要望 いた 











1 








記 

















1. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負担 割 














合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 







































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








石 町 


本 
玉 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 9 月 20 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 
文部 科学 大 臣 
名 】 教 職員 定 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 


【 件 

















日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、1 学級 当たり の 児 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 し か し な が ら 、 第 7 次 教職 員 定 数 改善 計画 の 完成 後 
の 間 、 国 に よる 改善 計画 の な い 状 況 が 続い て いま す 。 





章 生 徒 数 や 教員 1 































































































総務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


人 当たり の 


数 改善 を は か る た め の 、 平 成 2 9 年 度 政府 予算 に 係る 意見 書 


児童 生 


1 0 年 も 


H 治 体 が 見 通し を 持っ て 安定 的 に 教 

















職員 を 配置 する た め に は 、 国 段階 で の 国庫 負担 ( 
で す 。 
また 、 新 し い 学 習 指導 要領 に より 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 し て いま す 。 
な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障害 の ある 子ども た ち へ の 対応 、 
題 も あり ます 。 こ うし た こと の 解決 に むけ て 、 少 人 数 教育 の 推 
数 改善 が 必要 で す 。 さ ら に 、 少 子 化 に 伴っ て 児童 数 が 減少 
化 に よっ て 教職 員数 が 減り 、 子 ども た ちの 学習 保障 が 困難 に な っ て いま す 。 
ける 複式 学級 を 解消 し 














に 裏 付 


































































































た め の 教 育 末 境 を 実現 する た め に は 、 教 職員 定数 改善 が 不可 欠 で す 。 
いく つか の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財 源 ( 
て いま す 。 こ の こと は 、 自 治 体 の 判断 と し て 教職 員 定 数 改善 の 必要 性 
の 表れ で す 。 
以上 の 観点 か ら 、 平 成 2 9 年 度 政 府 予算 編成 に お いて 下記 事項 
性 ます 。 

























































































記 











1. 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 

















けさ れ た 定数 改善 計画 の 策定 が 必要 











進 を 含む 計画 的 な 教職 員 
し て いる 地域 で は 、 学 級 の 複式 
小 規 模 校 に お 
一 人 ひと り の 子ども た ち へ の きめ 細か な 対応 や 学び の 質 を 高め る 


本 語 指 


いじ め ・ 不 登校 な どの 課 


= 


導 


ーー 




















計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
































以上 、 地 方 





治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 





ーー 


を 提出 する 。 














こよ る 定数 措置 が 行わ れ 
を 認識 し て いる こと 


の 実現 に つい て 要望 いた 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








二 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 9 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 、 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 教育 の 充実 、 発 展 を 求め る 意見 書 





私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 私 立 学 校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 また 生徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
こと が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よ う 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 




















































































































記 
1. 私 学 助成 金 を 更に 充実 させ る こと を 求め ます 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





石 


本 
玉 








【 議 決 年 月 日 】 平成 12 月 12 日 


【 提 


【 件 


地方 分 権 時 代 を 迎え た 今日 、 
り が 求め られ て いる 
重く な っ て いる 。 























また 、 
て いる 。 


し か し な が ら 、 





出 先 】 衆 議 
に 
名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 


地方 議会 識 


議長 、 参議 院 』 
厚生 労働 大 臣 

















識 長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 








地方 公共 団体 の 自 























FT 

















員 の 活 生 














昨年 実施 され た 統一 




















少し 、 


無 投票 当選 が 














な 間 題 と な っ て いる 。 





こう し た 中 、 
殿 に つなが っ て いく と 考え られ る 。 


新た な 人 材 確 








] 度 を 時 代 ( 








地方 議会 議員 の 年 金 人 


























よっ て 、 国 
の 厚生 年 金 制 

















以上 、 地 方 用 


民 の 幅広 い 政 治 参 
度 加 入 の た め の 法 




















加 や 地方 議会 に 


に 整備 を 早急 





























治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 


度 が 拡大 し 、 自主 性 





























中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 
助 も 幅広 い 分 野 に 及ぶ と と も 


地方 選挙 に お いて 、 町 村 で 6 
ミ 増 加 す る な ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 


及び 自 
責任 が 格段 


総務 大 臣 、 


ーー エー 


立 性 





の 高 


7【T 





ご ヴ 





赴 





に 、 よ り 積 極 的 な 活 生 









































に 相応 し いも の に する こと が 、 


お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 
こ 実 現す る よう 強く 要望 する 。 


出す る 。 





助 が 求め られ 


は 議員 へ の 立候補 者 が 減 
義員 の な り 手 不足 が 大 き 

















議員 を 志す 
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意見 書 の 内 容 





市 町 村 議 会 名 
岩手 町 9 


議長 、 グ 参議 院 
厚生 労働 大 臣 


出 先 】 衆 議 
NE 


【 提 


【 件 


テー 























地方 公共 団体 の 








日 、 





地方 分 権 時 代 を 迎え た 今 








識 長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 


度 が 拡大 し 、 自主 性 



































な っ て いる 。 

また 、 地 方 議会 議員 の 活 

て いる 。 

し か し な が ら 、 

少し 、 無 投票 当選 が 

な っ て いる 。 

こう し た 中 、 地 方 議会 議員 の 年 金 制度 を 時 代 ! 

新た な 人 材 確保 に つなが っ て いく と 考え る 。 
よっ て 、 国 民 の 幅広 い 政 治 参 加 や 地方 議会 に お 

の 厚生 年 金 制度 加入 の た め の 法 整備 を 早急 ! 


動 も 幅 

















昨年 実施 され た 統一 














































































































定 【 





り が 求め られ る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 各 段 に 
広い 分 野 に 及ぶ と と も 


地方 選挙 に お いて 、 
* 増 加 す る な ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 議員 の な り 手 不足 が 大 き な 問 題 と 


に 相応 し いも の に する こと が 、 


$ け る 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 











より 意見 書 を 提 





治 法 第 99 条 の 規定 に 














以上 、 地 方 用 








総務 大 臣 、 


名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 








及び 自立 性 の 




















に 、 よ り 積 極 的 な 活動 が 求め られ 














は 議員 へ の 立候補 者 が 減 





町村 で | 






































議員 を 志す 


= 





こ 実 現す る よう 強く 要望 する 。 


する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 





SS 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
昌 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 


地方 分 権 時 代 を 迎え た 今日 、 











り が 求め られ 
な っ て いる 。 
また 、 地 方 議会 議員 の 活動 も 幅広 い 分 野 に 及ぶ と と も 
て いる 。 
し か し な が ら 、 昨 年 実施 され た 統一 
少し 、 無 投票 当選 が 増加 する な ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 』 














地方 公共 団体 の 自 





























度 が 拡大 し 、 自 主 性 及び 自立 性 の 高 ま 



































総務 大 臣 、 











る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 に 重 





















































な 間 題 と な っ て いる 。 





こう し た 中 、 


新た な 人 材 確 











地方 議会 議員 の 年 金 制度 を 時 代 ! 
呆 に つなが っ て いく と 考え る 。 



































よっ て 、 国 
の 厚生 年 金 制 

















以上 、 地 方 用 


民 の 幅広 い 政治 参加 や 地方 議会 に 
度 加 入 の た め の 法 整備 を 早急 ( 















































に 、 よ り 積 極 的 な 活 生 


助 が 求め られ 












































に 相応 し いも の に する こと が 、 


お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 
こ 実 現す る よう 強く 要望 する 。 





治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 


出す る 。 


地方 選挙 に お いて 、 町 村 で は 議員 へ の 立候補 者 が 減 





義員 の な り 手 不足 が 大 き 














議員 を 志す 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 13 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 
岩手 県 知事 
【 件 名 】 私学 助成 の 充実 に 関す る 意見 書 


私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学 校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 また 、 生 徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
こと が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 和 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よ う 次 の と お 
り 要望 い た し ます 。 


























































































































IT 





記 
過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更 




















に 充実 する ご と ど 。 


























以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 13 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
内 閣府 特命 大 臣 (規制 改革 ) 

農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 


| 


【 件 名 





政府 の 規制 改革 推進 会 議 農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ は 、 1 1 月 1 1 日 に 農業 改革 に 関す る 
提言 を 公表 し まし た 。 

「 農 協 改 革 に 関す る 意見 」 で は 、 J A 全 農 の 農産 物 委 託 販売 の 廃止 と 全量 買取 販売 へ の 
転換 や 、 信 用 事業 を 営 き JA を 3 年 後 を 目途 に 半減 させ る 等 、 一 方 的 な 内 容 と な っ て いま 
す 。 

これ は 、 組 合 員 が 組織 し 、 時 ed 員 剰 な 介入 と 言わ ざ 

得 ず 、 全 農 経済 事業 や 」 A 信 用 事業 の 機能 と 役割 を 無視 し た 不当 な 内 容 で あり 、 組 織 
Ne わざ る を 得 ま せん 。 
また 、「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 意見 」 で は 、 指 定 団 体 以 外 に 出荷 す 
る 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指定 団体 へ の 全量 委託 の 原則 廃止 な ど 、 需 給 調 整 の 混乱 を 招く 
恐れ が ある 内 容 と な っ て お り 、 生 産 現場 は 不安 と 慣 り を 抱え て いま す 。 

つき まし て は 、 政府 が 検討 し て いる 農業 ・ 農 協 改 革 に つい て 、 下 記事 項 に つい て 意見 書 を 
提出 し ます 。 









































































































































































































































記 
1. 農協 改革 に つい て は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組合 と し て の 自主 
性 を 損なう こと が な いよ う 、 過 剰 な 介入 は 行わ な いこ と 。 
2. 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
創り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 
する こと 。 
































































































































"A 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








平泉 町 





【 議 決 年 月 日 


】 平成 28 年 12 月 15 日 


【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農協 改革 お よび 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 改革 に 関す る 意見 書 


農協 改革 は 














の 意見 、 長 期 
制度 の 改革 に 














理由 








に 関す る 意見 」 
販売 へ の 転換 や 、 信 用 事業 を 営む JA を 3 年 後 を 
と する 協同 組合 へ の 不当 な 介入 と 言わ ざる を 得 な いも の で あっ た が 、 そ の 後 の 与党 と の 
整 に より 、 現 実 的 で は な い 事業 ・ 組 織 の 見 直し に つい て は 排除 され る に 至っ た 。 

ほ く て は な ら な い 組 織 で あり 、 農 業 振興 や 地 





中 山間 地 を 
域 経済 の 維持 
言 の よ うに 、 
き な い 。 農協 























、 組 織 に お ける 自己 改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生 産 現 場 の 実態 や 農業 関係 者 



































的 な 展望 を 踏ま えた 丁寧 な 議論 に より 進め る と と も に 、 指 定 生乳 生産 者 団体 
公平 性 の 確保 が は か られ る よう 強く 要望 する 。 








ス 
> 








つい て は 、 和 需給 調整 の 実効 性 と 





















































抱え た 当地 域 に お いて 、」A は # 
































平成 2 8 年 11 月 1 1 日 、 規 制 改革 推進 会 議 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ か ら 「 農 協 改 革 
が 公表 され た 。 そ の 内 容 は 、 JA 全農 の 農産 物 委託 販売 の 廃止 と 全量 買取 
(に 半減 させ る 等 、 自 主 ・ 自 立 を 原則 
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途 




































































・ 発 展 、 地 域 住 民 の コミ ュ ニ ティ ー に 大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 今 回 の 提 
J A の 解体 を 招く よう な 事業 お よび 経済 へ の 介入 は 、 到 底 承 服 す る こと が で 
改革 は 、 真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自己 改革 が 基本 で ある こと を 前 提 



































に 進め られ る 








意見 」 も 併せ 




















べき で ある 。 





て 公表 し た 。 指 定 団体 以外 に 










































































また 同日 、 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ は 「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 
H 荷 する 生乳 へ の 補助 金 の 交付 や 指定 団体 へ の 
全量 委託 の 原則 廃止 な ど が 主 な 柱 で あり 、 そ の 後 の 与 党 と の 調整 に より 、 条 件 整備 を 前 提 






































に 補助 金 の 交付 対象 者 拡大 と 生乳 の 部 分 委託 の 拡大 が 容認 され た 。 





















































乳 を 通じ て 酷 農 経 営 の 安定 と 所 得 』 
で 経営 を 行っ て いる 酷 農家 に と っ て は 、 極 め て 重要 な 制度 で ある 。 









































指定 生乳 生産 者 団体 制度 お よび 生産 者 補助 金 は 、 需 要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 集 送 
肖 大 を は か る 仕組 み で あり 、 中 山間 地域 等 の 条件 不利 地 























よっ て 国 に お いて は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 


1 農協 改革 








た 不当 な 介入 は 行わ な いと 
的 で は な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し を 強要 し な いこ と 。 
2 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特性 を ふ 3 


























記 











に つい て は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組 合原 則 を 無視 し 












































創り 上 げ て 
する こと 。 


以上 、 地 方 E 









































と も に 、 本 県 の 農業 振興 や 農業 所 得 増 大 の 視点 か ら も 、 現 実 


E え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 


きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 
































治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








平泉 町 EE 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
中 厚生 労働 大 臣 

【 件 名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 











地方 分 権 時 代 を 迎え た 今日 、 地 方 公共 団体 の 自由 度 が 拡大 し 、 自 主 性 及び 自立 性 の 高 ま 








































































































り が 求め られ る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 に 重 
な っ て いる 。 

また 、 地 方 議会 議員 の 活動 も 幅広 い 分 野 に 及ぶ と と も に 、 よ り 積 極 的 な 活動 が 求め られ 
て いる 。 





し か し な が ら 、 昨 年 実施 され た 統一 地方 選挙 に お いて 、 町 村 で は 議員 へ の 立候補 者 が 減 
少し 、 無 投票 当選 が 増加 する な ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 議員 の な り 手 不足 が 大 き 
な 問題 と な っ て いる 。 

こう し た 中 、 地 方 議会 議員 の 年 金 制度 を 時 代 に 相応 し いも の に する こと が 、 議 員 を 志す 
新た な 人 材 確保 に つなが っ て いく と 考え る 。 

よっ て 、 国 民 の 幅広 い 政 治 参加 や 地方 議会 に お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 
の 厚生 年 金 制度 加入 の た め の 法 整備 を 早急 に 実現 する よう 強く 要望 する 。 
















































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








住 田 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 7 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 
【 件 名 】 カ ジノ を 合法 化す る 統合 型 リ ゾー ト (I R) 推進 法案 の 廃案 を 求め る 


意見 書 

















賭博 を 禁止 する 法律 が ある に も か か わら ず 、 カ ジノ 法案 が 1 2 月 2 日 、 衆 議院 内 閣 委 員 
会 で 強行 可決 され た 。 
本 法案 は 「 統 合 型 リ ゾー ト (I R) の 整備 」 と し て いる が 、 内 容 は 日 本 で 許さ れ な か っ 
た 民間 賭 幸 で ある カジ ノ を 解禁 し よう と いう も の で ある 。 日 本 で 賭博 行為 は 刑法 で 禁止 さ 
れ て いる 。 そ の 理由 を 法務 省 は 「 勤 労 の 美 風 を 害する ば か り で な く 、 副 次 的 な 犯罪 を 誘発 
し 、 さ ら に 国民 経済 の 機能 に 重大 な 障害 を 与え る 恐れ すら ある 」 と いう 見 解 を 示し て いる 。 
これ を 杉 す カジ ノ 解 禁 は 許さ れ な い 。 

カジ ノ に よっ て 経済 面 で の プラ ス 効 果 や 集客 に よる 地域 の 活性 化 に つなが る と し て い 
る 。 し か し 、 カ ジノ 解禁 は 、 横 力 団 の 関与 、 マ ネー ロン ダリ ング 、 周 辺 地域 の 治安 の 悪化 
や ギャ ンプ ブル 依 存 症 の 増加 へ の 懸念 、 青 少年 健全 育成 へ の 影響 な どの 間 題 点 が 挙げ られ て 
いる 。 ま た 、1I R 方 式 の 施設 の 破綻 は 世界 各地 域 で 起き て いる 。 

政府 は 、 カ ジノ を 中 核 と し た 統合 型 リ ゾー ト (I R) の 整備 を アベ ノミ クス の 「 成 長 戦 
略 」 に 位置 付け て いる が 、 賭 博 を 財源 と する 経済 政策 は あま り に 不 健 全 で 、 経 済 政策 の 再 
考 が 必要 で ある 。 
日 本 と いう 国 は 、 勤 筋 な 日 本 人 の 国民 性 ・ 共 同体 意識 に 支 えら れ て これ まで 、 経 済 成長 と 
発展 に 至っ て いる 。 未来 の 観光 の あり 方 は 国民 一 人 ひと り の 努力 に よっ て 積み 上 げ ら れ 、 
築き 上 げ ら れ た 世界 に 誇れる 景観 や 歴史 、 伝 統 ・ 文 化 、 安 全 安 心 な 環境 こそ で ある 。 
「 国 民 を し て 、 意 情 浪 費 の 幣 風 を 生じ せしめ 、 健 康 で 文化 的 な 社会 の 基礎 を な す 和 勤労 の 美 
風 を 害し 、 国 民 経 済 の 機能 に 重大 な 障害 を 与え る 恐れ を 生じ させ る 」 本 法案 は 決し て 成立 
させ て は な ら な い 。 
よっ て 、 政 府 に お いて は 、 カ ジノ を 合法 化す る 統合 型 リ ゾー ト (IR) 推進 法案 を 廃案 
と する よう 強く 要望 する 。 


























































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





住 田 町 








【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 9 日 


【 提 
【 件 


J A 岩手 県 





出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 
名 】 農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 




















グル ー プ で は 、 昨 年 1 1 月 に 開催 され た 第 4 4 回 














ヒ 」 を 基 











「 農 家 組 合 員 の 所 得 } 

H 己 改革 に 取り 組 
挑戦 し 「 新 た な 芽 」 を 
3 ヶ年 計画 を 策定 し 、 創 








し て 、 














この よう な 
農業 改革 
販売 を 廃止 し 
ど 、 一 方 的 な 





これ は 、 組 合 員 が 組織 し 、 
全農 経済 事業 や J A 信 用 事 


る を 得 ず 、 





に 関す る 提 








肖 大 ・ 農 業 生 産 の 拡大 」「 地 域 の 活性 化 」「 結 び つ き 強 
むこ と が 決議 され た 。 JA 単位 組織 で は 、 一 時 

















育て よう ~ を ス 
造 的 自己 改革 の 実践 に まい 進 し て いる と ころ で ある 。 
、1 1 月 1 1 日 に 政府 の 規制 改革 推進 会 
言 を 公表 し た 「 農 協 改 革 ( 
こ 転 換 す る ② 信 


























FH 



























































全量 買い 取り 販売 ( 
内 容 と な っ て いる 。 
CC 
業 の 機能 




































































割 を 

















の 弱体 化 を 狙っ た 暴論 と 言わ ざる を 得 
「 生 乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 
る 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指定 団 


また 、 





な い 。 
流通 等 の 改革 に 関す る 意見 」 
体 へ の 全量 




















定 団体 以外 に 出 






























































J A 岩手 県 大 会 に お いて 、 
本 目標 
環境 の 変化 に 
ロー ガン に 平成 2 8 年 度 を 初 年 度 と する 第 5 次 中 期 


議 農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ が 、 
に 関す る 意見 」 は 、①J A 全 農 の 農産 物 委託 
事業 を 営む JA を 3 年 後に 半減 する な 


0 2 則 剰 な 介入 と 言わ ざ 
E 視 し た 不当 な 内 容 で あり 、 組 織 





休 す 


口 何 


re ed 






















































































恐れ が ある 内 容 と な っ て お り 、 生 産 現 場 は 不安 と 慣 り を 抱え て いる 。 
つい て は 、 政 府 が 現在 進め よう と し て いる 農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 の 見 直し 
は 認め られ な い 。 
よっ て 、 政 府 に お いて は 、 下 記 の 事項 を 実現 する よう 強く 要望 する 。 
記 
1 農協 改革 に つい て は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 組 合 員 の た め の 協 同 組 





合 と し て 自 











2 | 











定 生 乳 生産 者 団体 制度 は 























主 性 を 損なう こと が な いよ う 、 不 当 な 介入 は 行わ な いこ と 。 
生乳 の 特 



































する こと 。 


















































以上 、 地 方 自 


治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
創り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ 


うに 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








住 田 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 9 日 
【 提 
【 件 


厚生 労働 省 は 2 0 1 3 年 か ら の 4 年 間 で 、「 特 

















\ ル 


列 水 準 の 解消 」 


出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
名 】 若 者 も 高齢 者 も 安心 で きる 年 金 制度 の 実現 を 求め る 意見 書 





























マク ロ 経 済 ス ライ ド の 発動 に よる 0. 9% 肖 
その 上 、「 少 子 化 」 と 「 平 均 寿命 」 の 延び を 理由 に 、 
3 0 年 間 も 
金 制度 改革 法案 」 を 2016 年 11 月 
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年 金 抑制 の 「 マ ク 
































押し 付け る 内 容 で ある 。 
年 金 の 実質 的 な 低下 は 、 消 費 税 




































































胃 税 、 物 価 上 昇 、 住 民 税 や 


| 減 な ど で 年 金 水準 は 3. 
マク 
減り させ 、 さ ら に デフ レ 経 済 下 で も 適用 で きる よ 











4 % 























ロ 経 済 ス ライ ド 」 の 調整 率 が 完全 実施 で き な か っ た 場合 、 
繰り 越す 「 キ ャ リー オー バー 制度 」 を 導入 する こと が 盛り 込 3 








医療 ・ 介 護 保険 料 の 負担 


の 名 に よる 2. 





5 % 削 減 、 


目減り させ た 。 
ロ 経 済 ス ライ ド を 使っ て この 2 
うに 支給 抑制 を 強化 する 「 和 
日 衆議院 本 会 議 で 可決 し た 。 
同 法案 は ① 物 価 が 上 が っ て も 賃金 が 下がれ ば 賃金 に 合わ せ て 削減 ② 物 価 


[ 山 ml 








変動 が 小さ く て 
翌年 度 以降 に 
E れ 、 了 際限 の な い 年 金 削減 を 



































邊 の 








も と で 高齢 者 ・ 年 金 生 活 者 に と っ て は ダブ ルパン チ と な り 、 高齢 者 の 暮らし は 行き 詰まり 、 














いま で も 深刻 な 格差 と 貧 了 





を さら に 広げ か ね な い 。 




















年 金 削減 に よっ て 高齢 者 の 暮らし が 苦境 に 立つ こと は 、 現 役 世 




















る 。 親 の 医療 や 介護 の 費 















































雇用 に も マイ ナス で ある 。 


























よっ て 、 政 府 に お いて は 、 下 記 の 事項 を 実現 する よう 強く 要望 する 。 











記 








年 金 を 毎年 下げ 続け る 「 マ ク 





























年 金 支 給 開始 年 齢 は これ 以上 に 引き 上 げ な 
全額 国庫 負担 の 「 最 低 保障 年 金 制度 」 を 





‘て と 。 



































ww MW = 





























以上 、 地 方 E 





治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 














日 する 。 


ロロ 経済 スラ イド 」 を 廃止 する こと 。 
年 金 の 隔月 支給 を 国際 水準 並み に 毎月 支給 に 改め る こと 。 


早期 に 実現 する < と 


代 の 暮らし も 不安 定 に す 
が 年 金 で ま か な え な けれ ば 不足 分 は 子ども や 孫 の 出 費 
が る 。 高 齢 者 の 購買 力 が 落ち て 、 消 費 が 減る こと は 経済 を 冷え 込ま せ 、 現 役 ] 























世代 の 賃金 や 








49 








市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








住 田 町 
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【 提 出 先 


【 件 名 


地方 分 権 時 





り が 求め られ 
な っ て いる 。 
また 、 地 方 
て いる 。 

し か し な が 








】 衆 議 議長 、 
a 厚生 
】 地 方 議会 議員 の 


代 を 迎え た 今日 、 








参議 院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
労働 大 臣 
厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 




















地方 公共 団体 の 自由 度 が 拡大 し 、 自 主 性 及び 自立 性 の 高 ま 
























































る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 に 重 








議会 議員 の 活動 も 

















幅広 い 分 野 に 及ぶ と と も に 、 よ り 積 極 的 な 活動 が 求め られ 











ら 、 昨 年 実施 され た 統一 地方 選挙 に お いて 、 町 村 で は 議員 へ の 立候補 者 が 減 

















少し 、 無 投票 ミ 


当選 が 増加 する な 








な 問題 と な っ 





こう し た 中 、 


新た な 人 材 確 


て いる 。 
地方 議会 議員 の 
系 に つなが っ て い 


























よっ て 、 国 
の 厚生 年 金 制 

















以上 、 地 方 用 








度 加 入 の た め の 法 




















治 法 第 9 9 条 の 





民 の 幅広 い 政 治 参 






































ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 議員 の な り 手 不足 が 大 き 


























年 金 制度 を 時 代 に 相応 し いも ゃ の に する こと が 、 議 員 を 志す 
く と 考え る 。 
加 や 地方 議会 に お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 


に 整備 を 早急 に 実現 する よう 強く 要望 する 。 





















































規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








山 田 町 | 【 議 決 年 月 日 】 i 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
中 厚生 労働 大 臣 

【 件 名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 











地方 分 権 時 代 を 迎え た 今日 、 地 方 公共 団体 の 自由 度 が 拡大 し 、 自 主 性 及び 自立 性 の 高 ま 








































































































り が 求め られ る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 に 重 
な っ て いる 。 

また 、 地 方 議会 議員 の 活動 も 幅広 い 分 野 に 及ぶ と と も に 、 よ り 積 極 的 な 活動 が 求め られ 
て いる 。 





し か し な が ら 、 昨 年 実施 され た 統一 地方 選挙 に お いて 、 町 村 で は 議員 へ の 立候補 者 が 減 
少し 、 無 投票 当選 が 増加 する な ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 議員 の な り 手 不足 が 大 き 
な 問題 と な っ て いる 。 

こう し た 中 、 地 方 議会 議員 の 年 金 制度 を 時 代 に ふさ わし いも の に する こと が 、 議 員 を 志 
す 新 た な 人 材 確保 に つなが っ て いく と 考え る 。 

よっ て 、 国 民 の 幅広 い 政 治 参加 や 地方 議会 に お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 
の 厚生 年 金 制度 加入 の た め の 法 整備 を 早急 に 実現 する よう 強く 要望 する 。 


































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








山 田 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 20 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 











政府 は 平成 26 年 6 月 改定 の 「 農 林 水 産業 ・ 地 域 の 活力 創造 プラ ン 」 で 農協 改革 の 推進 を 
決定 し た 。 こ れ に 対し 、 全 国 農業 協同 組合 連合 会 で は 同年 11 月 に 「J A グ ルー プ の 自己 改 
革 に つい て 」 を 決定 ・ 公 表し 、 取 り 組 み を 進め て いる 。 
この よう な 中 、11 月 11 日 に 公表 され た 政府 の 規制 改革 推進 会 議 農業 ワー キン グ ・ グ ル 
ー プ の 「 農 協 改 革 に 関す る 意見 」 は 自主 ・ 自 立 を 原則 と する 協同 組合 へ の 不当 な 介入 と 言 
わざ る を 得 な い 内 容 で あっ た 。 そ の 後 の 与 常 と の 調整 に より 今回 の 改革 へ の 盛り 込み は 見 
送ら れ た が 、 今 後 も 協同 組合 原則 を 無視 し た 規制 改革 圧力 が 繰り 返さ れる 懸念 が ある 。 農 
協 改 革 は 、 真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自己 改革 が 基本 で ある こと を 前 提 に 進め られ 
る べき で ある 。 
また 、 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ は 「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 意見 」 も 
公表 し た 。 そ の 内 容 は 、 指 定 団 体 以外 に 出荷 する 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指定 団体 べ へ の 全 
量 委託 の 原則 廃止 な ど が 主 な 柱 で あり 、 与 党 と の 調整 で 一 定 の 条件 整備 を 前 提 に 補給 金 の 
交付 対象 者 拡大 と 生乳 の 部 分 委託 の 拡大 が 容認 され た 。 
指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 需 要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 集 送 乳 を 通じ て 酷 農 経営 
の 安定 と 所 得 増大 を 図る 仕組 み で あり 、 特 に 中 山間 地域 等 の 条件 不利 地 で 経営 を 行っ て い 
る 酷 農家 に と っ て は 極め て 重要 な 制度 で ある 。 
酷 農家 が 安心 し て 経営 を 継続 し 、 安 全 ・ 安 心 な 牛乳 ・ 乳 製品 の 安定 供給 と 収益 の 向上 
に つなげ る た め 、 現 行 の 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 存続 を 要望 する 。 
記 

1 農協 改革 に お いて は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組 合原 則 を 無視 し 
た 不当 な 介入 は 行わ な いと と も に 、 現 実 的 で は な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し を 強要 し な いこ 
9 
2 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特性 を 踏ま ほえ 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
創り 上 げ て きた きわ め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ う 
に ずる と $s 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








区 E 
ド II 


町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 11 月 18 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 、 環 境 大 臣 、 復 興 大 臣 、 内 閣府 特命 担当 大 臣 (防災 ) 

【 件 名 】 台風 第 10 号 の 大 雨 等 に よる 被害 に 対す る 支援 を 求め る 意見 書 











今回 の 台風 第 10 号 に よる 被災 者 の 生活 再建 支援 











う 強 く 要 望 する 。 





























北上 山地 の 東側 に 位置 し 、 面積 992 k TY と 東京 23 区 














及び 被災 地 の 復旧 が 早期 に 図ら れる よ 








に 横浜 市 を 加え た 広 さ に 匹敵 する 広 





大 な 面積 を 有する 本 町 に 、 気 象 庁 が 統計 を 取り 始め て 以来 、 初 め て と な る 東北 地方 の 太平 



































洋 岩 へ 直撃 上 陸 し た 台風 第 10 号 が 、 

















Qr( 




















ら さ れ た 。 


去る 8 月 30 日 





y 圭 























商店 、 観 光 











住民 生活 は も と より 、 地 域 経済 が 大 き な 打 撃 を こ 








の 下 、 今 な お 、 多 数 の 方 々 が 避難 生活 を 余儀 な くさ れ て お り 、 町 民 が 受け る 影響 


は か り 知 れ な いも の と な っ て いる 。 


























本 町 は 、 平 成 23 年 3 月 の 東日本 大 震 災 ぷ 



































に 本 町 を 通過 し た こと に 伴い 町 内 各地 





で 記録 的 な 大 坪 と な り 、 か つて 経験 し た こと の 無い 河川 の 大 規模 な 池 沙 等 が 発生 し 、 こ れ 
E で に 19 名 も の 尊い 人 命 が 失 われ る と と も に 、 い 
また 、 住 家 の 流失 、 倒 壊 、 浸 水 等 に よる 被害 、 道 路 、 
ライ フラ イン 、 農 地 、 農 林 水 産 施設 、 施 


E だ 2 名 の 方 が 行方 不明 と な っ て いる 。 











河川 等 の 公共 土木 施設 や 水道 な どの 
設 な ど 、 町 内 全域 に 基 大 な 被害 が も た 














うむ っ た と ころ で あり 、 こ うし た 状況 
響 と 不安 は 





津波 で も 被災 し て お り 、 い まだ 復興 道 半 ば で ある 。 














こう し た 中 で 、 今 回 の 台風 第 10 号 に よる 被害 額 は 、 東日本 大 震 災 津 渡れ は る か に 上 回 る 規 
模 と な っ た と ころ で あり 、 度 重なる 自然 災害 に より 8 

















響 を 受け て いる 。 























町 民生 活 や 町 内 経済 は 非常 に 大 き な 影 





よっ て 、 国 に お いて は 、 今回 の 台風 第 10 号 に よる 被災 者 の 生活 再建 支援 及び 被災 地 の 復 












































旧 が 早期 に 図ら れる よう 、 次 の 事項 


























記 





に つい て 強く 要望 する 。 





1 当面 の 災害 応急 対策 等 の 実施 の た め 、 被 災 者 に 寄り 添っ た 支援 が 行わ れる よう 、 災 害 
救助 法 に お ける 救助 対象 や 基準 等 の 柔軟 か つ 弾 





























係る 特別 な 財政 需要 に 対応 で きる よう 、 特 














度 の 高い 取り 崩し 型 基金 等 の 創設 を 支援 する な ど 、 

また 、 東 日 本 大 震 災 津波 時 より も 被災 家屋 が 多 

に 対し て 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 際 と 同様 に 、 特 段 
2 災害 復旧 事業 の 早期 着手 を 行う こと 。 








































































































また 、 今 回 の 災害 は 被害 が 甚大 か つ 広 範囲 に 及 








別 交付 税 に よる 措置 や 、 弾 力 的 で 使途 の 自 














的 な 運用 を 行う と と も に 、 災 害 対策 に 














革 
































特段 の 財政 措置 を 講じ る こと 。 
いこ と か ら 、 災 害 廃 棄 物 等 の 処理 費用 
の 財政 措置 を 講 あの ⑳K き ペー と 。 
































ぶ こ と や 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら の 復 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
(岩泉 町 ) 上 に ある 特殊 事情 に 配慮 し 、 机 上 査定 う 要 件 を 緩和 する な ど 、 制 度 の 柔軟 な 運 
GR a こ 要 する 測量 や 調査 、 設 計 等 の 費用 





3 


6 


7 


8 人 彼 炎 者 に 寄り 添っ た 支援 が 行わ れる よう 、 被 炎 者 生活 再建 支援 制度 



































に つい て 地方 負担 の 軽減 を 図る た め 、 A 

















東 
興 事業 へ の 
門 的 知識 を 有する 人 材 の 確 






































E 保 に つい て 、 特 

















日 本 大 震 災 津 渡 か ら の 復興 事業 が 大 詰め を 迎え て いる 中 、 
早急 な 対応 が 必要 と な る な ど 負 担 が 過重 と な る た め 、 























今回 の 災害 か ら の 復旧 復 
これ ら の 業務 を 担 2 再 








な っ て いる 農作物 の 被害 補助 や 、 畜 産 農家 に 


ロコ シ の 倒 
じ る な ど 、 














農業 経営 の 再 


























に 向け た 支援 を 行う と と も 














開 に 向 

















けた 支援 を 行う と と も 


お ける 収穫 し 


大 等 の 被害 に より 生じ た 代 奉 飼料 の 購入 に 要する 経費 に つい て 財政 措置 
け 、 特 段 の 支援 を 行う こと 。 
林道 の 路肩 や 法 面 の 崩壊 、 路 面 の 流失 、 山 地 の 崩 壊 等 の 甚大 な 被害 に つ 








に 、 林 道 炎 害 復 | 





の 対象 外 と 











段 の 支援 を 行う こと 。 
4 農地 や 牧草 地 の 流失 や 土砂 流入 、 用 水路 等 の 農業 施設 や 生乳 加工 施設 等 の 
設 の 甚大 な 被害 に つい て 、 早 期 復旧 に 向 





ヨル た だ 














の 共同 利用 施 
に 、 農 業 共 済 の 対象 外 と 
た 牧草 の 流失 や や 飼料 用 トウ モ 
を 講 















































\ て 、 早 期 復 
復旧 に 要する 





な る 被災 箇所 の 





経費 に つい て 財政 措置 を 拡充 する な ど 、 林業 活動 の 再開 に 向け 、 特段 の 支援 を 行う こと 。 








防波堤 等 








た 支援 を 行う と と も に 、 災 害 関 連 緊 急 大 


の 漁港 施設 や 定置 網 等 の 漁業 設備 等 の 甚大 な 被害 に つい て 、 

















早期 復旧 に 向け 

















流木 等 処 

















規模 漂 











び 補 助 率 の 高 上 げ 等 の 見 直し を 早急 に 行う こと 。 
サケ ・ マ ス さ ふ化 場 が 被災 し 、 本 町 の サケ 増殖 事業 に 
早期 復旧 に つい て 財政 措置 を 


また 。 
施設 設備 の 
援 を 行う こと 。 


























急激 な 河川 の 増水 に より 、 各 所 で 主要 な 道路 が 寸断 され 、 地 域 の 
堤防 の 整備 や 河道 掘 | 


影響 を 与え た こと か ら 、 

















公共 土木 施設 の 整備 ・ 
て 堆積 し て いる 流 

また 
通信 基 
デイ バ 
た め 、 特 段 の 支援 を 行う こと 。 























日 常 の 連 * 
基盤 等 に 





























こも 大 き な 被 害 が 生 


等 の 情報 通信 基盤 や 共 














講じ る な ど 、 














漁業 





旨 な ど 、 河 川 














復旧 を 行う と と も に 
木 の 撤 去 等 に 対し 、 特 箕 の 支 反 を 行う こと 。 

手段 で も あり 、 被 災 者 支援 情報 な ど 被 災 者 の 生活 を 支え て いる 情報 
E じ た こと か ら 、 条 件 不利 地 
点 組 合 が 保有 する テレ ビ 共 同 受信 施設 の 

















河川 河道 内 、 











理 対 策 事 業 の 補助 対象 拡大 及 








深刻 な 影響 が 出 て いる た め 、 
活動 の 再開 に 向け 、 特 段 の 支 


安全 や 経済 に 多大 な 
や 道路 等 に つい て 秋 害 に 強い 
橋りょう 及び 水門 付近 に お い 




















域 に お いて 町 が 整備 し た 光 フ 
































どの 見 直し や 被害 認定 等 に お いて 柔軟 な 運用 を 行う こと 。 





[ | 





また 
め 、 従 来 、 
な こと 

さら に 





民 の 生活 に 直 


公共 土木 災害 

















の 財政 措置 を 講じ る こと 。 


結 す る 生活 


家屋 が 被災 し た 住民 に 
で 、 財 政事 情 は さら に 厳し さ を } 




















冒す こと 


道路 や 生活 橋 も 多数 被害 を 受け て お り 、 


早期 復旧 を 行う 














の 支援 対象 拡大 な 


これ ら も 含 








復旧 の 対象 外 と な る 被災 箇所 の 復 [| 











は 町 税 の 減免 が 行わ れる が 、 
に な る た め 、 減 免 に 伴 











特段 の 支援 を 行 





に つい て 、 








災害 か ら の 復旧 復興 の 中 
う 減 収 分 に つい て 、 特 段 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 




















(岩泉 町 ) | 9 医療 機関 や 社会 福祉 施設 等 の 早期 復旧 に 対し 、 特 段 の 支援 を 行う こと 。 
また 、 国 民 健康 保険 、 後 期 高齢 者 医療 、 介 護 保険 及び 障害 福祉 サー ビス 等 に お ける 和 被 
保険 者 の 一 部 負担 金利 用 者 負担 金 並 びに 、 保 育 料 等 に 対す る 免除 措置 に つい て 、 特 段 
の 財政 措置 を 講じ る こと 。 
10 被災 事業 者 や 中 心 商 店 街 等 の 施設 設備 、 和 宿泊 施設 や 観光 施設 の 早期 復旧 の た め 、 低 利 
の 融資 、 利 子 補給 は も と より 、 今 回 の 災害 に 対応 し た グル ー プ 補助 金 の 実施 な ど 、 事 業 
の 早期 復旧 再開 に 向け た 補助 制度 の 創設 等 に つい て 、 特 段 の 支援 を 行う こと 。 

11 被災 し た 学校 施設 、 文 化 財 等 の 早期 復旧 を 行う た め 、 特 段 の 支援 を 行う こと 。 


































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








泉 町 


ロロ 
石 





9 


【 提 


【 件 


地方 分 権 時 代 を 迎え た 今 





り が 求め られ 
な っ て いる 。 
まだ 、 
て いる 。 
し か し な が 








出 先 】 衆 議 


地方 議会 識 


議長 、 参議 院 』 
a 


日 、 














員 の 活 





動 も 幅 

















ら 、 

















少し 、 無 投票 ミ 


* 増 加 す る な ど 、 有 人 








当選 る 


な 間 題 と な っ て いる 。 





こう し た 中 、 


新た な 人 材 確 


に 人 ム 、 生 | 
年金 





地方 議会 議員 の 
































よっ て 、 国 
の 厚生 年 金 制 

















以上 、 地 方 用 


民 の 幅広 い 政 治 参 








地方 公共 団体 の 
る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 ( 


上 昨年 実施 され た 統一 
E 民 の 関心 の 低 


議長 、 内 閣 総理 
厚生 労働 大 臣 
名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 


テー 


























大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 





度 が 拡大 し 、 自主 性 






































広い 分 野 に 及ぶ と と も 


地方 選挙 に お 











] 度 を 時 代 に 相 





殿 に つなが っ て いく と 考え る 。 
人 











度 加 入 の た め の 法 

















治 法 第 99 条 の 規定 に 


























現す 





より 意見 書 を 提 


に 、 よ り 積 極 的 な 活 生 


及び 自 


総務 大 臣 、 


ーー エー 


立 性 の 











r[ 
TT 


こ 車 





助 が 求め られ 











いて 、 町 村 で ! 
下 や 地方 議会 



































応 し いも の に する こと が 、 


お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 


る よう 強く 要望 する 。 





出し ます 。 


は 議員 へ の 立候補 者 が 減 
義員 の な り 手 不足 が 大 き 

















議員 を 志す 














= 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








泉 町 


区 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 9 日 
















































































【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 

【 件 名 】 農協 改革 お よび 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 改革 に 関す る 意見 書 

農協 改革 は 、 組 織 に お ける 自己 改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生 産 現 場 の 実態 や 農業 関係 者 
の 意見 、 長 期 的 な 展望 を 踏ま えた 丁寧 な 議論 に より 進め る と と も に 、 指 定 生乳 生産 者 団体 
制度 の 改革 に つい て は 、 和 需給 調整 の 実効 性 と 公平 性 の 確保 が は か られ る よ 2 強く 要 望 する 。 














理由 











換 や 


売 へ の 転 


、 信 ) 


平成 28 年 11 月 11 
関す る 意見 」 が 公表 され た 。 そ の 





























日 、 規 制 改 革 失 





























事業 を 営む JA を 3 年 後 を 目途 に 半減 させ る 等 、 


E 進 会 議 農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ か ら 、「 
内 容 は 、 JA 全農 の 農産 物 委託 販売 の 廃止 と 









































自主 ・ 自 \ 則 

















と 


する 協同 組合 へ の 不当 な 介入 と 言わ ざる を 得 な いも の で あっ た が 、 そ の 後 の 与党 と の 調整 
に より 、 現 実 的 で は な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し に つい て は 排除 され る に 至っ た 。 











域 経済 の 維持 
言 の よ うに 、 








き な い 。 農協 改 革 は 、 真 





JA の 








中 山間 地 を 抱え た 当地 域 に お いて 、 A は 
・ 発 展 、 








解 








地域 住 


< 聖 半 孝 


















































| 造 的 E 


の 立場 に 立っ た 人 




















に 進め られ る べき で ある 。 





また 同 














を 前 

















本 











乳 を 通し て 酷 農 経営 の 安定 と 所 得 } 
利 地 で 経営 を 行っ て いる 半 











ーー 大 示 

















回 の 








日 、 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ は 「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 
意見 」 も 併せ て 公表 し た 。 指定 








本 




















放 
x 


体制 





お よび 











生産 者 補給 金 は 、 

















体 以 外 に 出荷 する 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指 
全量 委託 の 原則 廃止 な ど が 主 な 柱 で あり 、 そ の 後 の 与 党 と の 調整 に 
提 に 補給 金 の 交付 対象 者 拡大 と 
指定 生乳 生産 者 























流通 等 の 改革 に 関す 
定 団体 へ 


の 条件 整 








E 団 

















ーー 





より 、 


E 乳 の 部 分 委託 の 拡大 が 容認 され た 。 
需要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 








世 
































農家 に 








> 














と っ て は 、 極 め て 






































肖 大 を は か る 仕組 み で あり 、 特 に 中 山間 地 
重要 な 制度 で ある 。 











戒 等 の 条件 


よっ て 国 に お いて は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 


1 








2 














指定 生乳 生産 者 


農協 改革 に つい て 
た 不当 な 介入 は 行わ な いと 
的 で は な い 事 業 ・ 組 











は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で い 


る 実態 に 鑑み 、 














協同 組合 原則 を 無視 
































と も に 、 本 県 の 農業 振興 や 農業 所 得 } 














ロ 原 
肖 大 の 視点 か ら も 、 現 
































還 








創り 上 げ て きた 極め て 


ずる こと s。 


以上 、 地 方 E 























| 織 の 見 
体制 度 は 、 生 乳 の 特性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 





直し を 強要 し な いこ と 。 





























治 法 第 99 条 の 規 

















侍 * 


まく て は な ら な い 組 織 で あり 、 農 業 振興 や 地 
民 の コミ ュ ニ ティ ー に 大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 今 
本 を 招く よう な 事業 お よび 経営 へ の 介入 は 、 到 底 承 服 す る こと が で 
己 改革 が 基本 で ある こと を 前 提 


提 


る 
の 


備 


し 


> 


夫 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








田野 畑村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 15 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
財務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 

【 件 名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 











地方 分 権 時 代 を 迎え た 今日 、 地 方 公共 団体 の 自由 度 が 拡大 し 、 自 主 性 及び 自立 性 の 高 ま 
り が 求め られ る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 に 重く 
な っ て いる 。 
また 、 地 方 議員 の 活動 も 幅広 い 分 野 に 及ぶ と と も に 、 よ り 積 極 的 な 活動 が 求め られ て い 
る 。 

し か し な が ら 、 昨 年 実施 され た 統一 地方 選挙 に お いて 、 町 村 で は 議員 へ の 立候補 が 減少 
し 、 無 投票 当選 が 増加 する な ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 議員 の な り 手 不足 が 大 き な 
問題 と し な っ て いる 。 

こう し た 中 、 地 方 議員 の 年 金 制度 を 時 代 に 相応 し いも の に する こと が 、 議 員 を 志す 新た 
な 人 材 確保 に つなが っ て いく と 考え る 。 

よっ て 、 国 民 の 幅広 い 政 治 参加 や 地方 議会 に お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 
の 厚生 年 金 制度 加入 の た め の 法 整備 を 早急 に 実現 する よう 強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








田野 畑村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農協 改革 お よび 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 改革 に 関す る 意見 書 

















農協 改革 は 、 組 織 に お ける 自己 改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生 産 現場 の 実態 や 農業 関係 者 
の 意見 、 長 期 的 な 展望 を 中 まえ た 丁寧 な 議論 に より 進め る と と も に 、 指 定 生乳 生産 者 団体 
制度 の 改革 に つい て は 、 需 給 調 整 の 実効 性 と 公平 性 の 確保 お が は か られ る よう 、 下 記事 項 に 
つい て 強く 要望 する 。 





































































































記 
1 . 農協 改革 に つい て は 、 自己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協同 組合 原則 を 無視 し た 
不当 な 介入 は 行わ な いと と も に 、 本 県 の 農業 振興 や 農業 所 得 増大 の 視点 か ら も 、 現 実 的 
で は な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し を 強要 し な いこ と 。 
2. 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 創 
り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに す 
る こと 。 














































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








普 代 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農協 改革 お よび 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 改革 に 関す る 意見 書 














農協 改革 は 、 組 織 に お ける 自己 改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生 産 現場 の 実態 や 農業 関係 者 

の 意見 、 長 期 的 な 展望 を 路 ま えた 丁寧 な 議論 に より 進め る と と も に 、 指 定 生乳 生産 者 団体 
制度 の 改革 に つい て は 、 和 需給 調整 の 実効 性 と 公平 性 の 確保 お が は か られ る よう 強く 要望 する 。 
平成 28 年 11 月 11 日 、 規 制 改 革 推 進 会 議 農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ か ら 、「 農 協 改 革 に 
関す る 意見 」 が 公表 され た 。 そ の 内 容 は 、 JA 全農 の 農作物 委託 販売 の 廃止 と 全量 買取 販 
売 へ の 転換 や 、 信 用 事業 を 営む や JA を 3 年 後 を 目途 に 半減 させ る 等 、 自 主 ・ 自 立 を 原則 と 
する 協同 組合 へ の 不当 な 介入 と 言わ ざる を 得 な いも の で あっ た が 、 そ の 後 の 与 党 と の 調整 
に より 、 現 実 的 で は な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し に つい て は 排除 され る に 至っ た 。 
中 山間 地 を 抱え た 当地 域 に お いて 、」A は 無く て は な ら な い 組 織 で あり 、 農 業 振興 や 地 
域 経 済 の 維持 ・ 発 展 、 地 域 住 民 の コミ ュ ニ ティ ー に 大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 今 回 の 提 
言 の よ うに 、 J A の 解体 を 招く よう な 事業 お よび 経営 へ の 介入 は 、 到 底 承服 する こと が で 
き な い 。 農協 改 革 は 、 真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自己 改革 が 基本 で ある こと を 前 提 
に 進め られ る べき で ある 。 

また 同日 、 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ は 「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 
意見 」 も 併せ て 公表 し た 。 指定 団体 以外 に 出荷 する 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指定 団体 へ の 
全量 委託 の 原則 廃止 な ど が 主 な 柱 で あり 、 そ の 後 の 与 党 と の 調整 に より 、 条 件 整備 を 前 提 
に 補給 金 の 交付 対象 者 拡大 と 生乳 の 部 分 委託 の 拡大 が 容認 され た 。 
指定 生乳 生産 者 団体 制度 お よび 生産 者 補給 金 は 、 需 要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 集 送 
乳 を 通じ て 酷 農 経 営 の 安定 と 所 得 増大 を は か る 仕組 み で あり 、 中 山間 地域 等 の 条件 不利 地 
で 経営 を 行っ て いる 酷 農家 に と っ て は 、 極 め て 重要 な 制度 で ある 。 

よっ て 国 に お いて は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 

1 農協 改革 に つい て は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組合 原則 を 無視 

た 不当 な 介入 は 行わ な いと と も に 、 本 県 の 農業 振興 や 農業 所 得 増 大 の 視点 か ら も 、 現 

的 で は な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し を 強要 し な いこ と 。 

2 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 

創り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 

ずる と 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に よる 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








普 代 村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 i 12 月 15 日 


【 提 出 先 】 衆 衆 議 議長 、 参議 院 


地方 分 権 時 代 を 迎え た 今日 、 地 方 公共 団体 の 自由 度 が 拡大 し 、 自 主 性 及び 自立 性 の 高 ま 





り が 求め られ 
な っ て いる 。 





て いる 。 
し か し な が 





開 長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 


a 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 








る 中 、 住 民 の 代表 機関 








また 、 地 方 議会 議員 の 活動 も 幅広 




















ら 、 昨 年 実施 され た 統一 

















少し 、 無 投票 ミ 








な 間 題 と な っ て いる 。 





こう し た 中 、 


新た な 人 材 確 





地方 議会 議員 の 年 金 





























よっ て 、 国 
の 厚生 年 金 制 

















以上 、 地 方 用 
















































































で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 に 重 


い 分 野 に 及ぶ と と も に 、 よ り 積 極 的 な 活動 が 求め られ 











地方 選挙 に お いて 、 町 村 で は 議員 へ の 立候補 者 が 減 























当選 が 増加 する な ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 議員 の な り 手 不足 が 大 き 

















制度 を 時 代 に 相応 し いも の に する こと が 、 議 員 を 志す 
呆 に つなが っ て いく と 考え る 。 
民 の 幅広 い 政 治 参 加 や 地方 議会 に お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 





























度 加 入 の た め の 法 整備 

















治 法 第 99 条 の 規定 に 

















を 早急 に 実現 する よう 強く 要望 する 。 








よる 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 9 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 総 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 財 務 大 臣 
【 件 少 人 数 学級 の 推進 な ど 定 数 改善 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 求め る 





3 5 人 以下 学級 に つい て 、 小 学校 1 有 


意見 書 


予算 措置 され て いま せん 。 





の 学級 】 
職員 定数 に 関す る 国 











日 本 は 、OECD 諸 国 に 比べ て 、 
徒 数 が 多く な っ て いま す 。 一 人 0 
昭 模 を 引き 下げ る 必要 が あり 




















民 か ら の 意 





と し て 、26 人 ~30 人 を 挙げ て いま す 。 


この よう に 、 保 護 者 も 3 0 人 以下 学級 を 望ん で いる こと は 明 
社会 状況 等 の 変化 に より 学校 は 、 一 人 ひと り の 子ども に 対す る きめ 細か な 対応 が 必要 と 
E す 。 ま た 、 新 し い 学 習 指導 要領 が 本 格 的 に 始 3 





な っ て い 
し て いま す 。 日 






































E 生 、 2 年 4 






































高校 の 望ま 





E と 続い て きた 3 5 人 以下 学級 の 拡充 が 


1 学級 当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生 
と り の 子ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 ひ と クラ ス 
E す 。 文部 科学 省 が 実施 し た 「 今 後 の 学級 編制 及び 教 
見 募集 」 で は 、 約 6 割 が 「 小 








し い 学 級 規模 」 

















ら か で す 。 











まり 、 授 業 時 数 や 指導 内 容 が 増加 
本 語 指導 な ど を 必要 と する 子ども た ちや 障がい の ある 児童 








生徒 へ の 対応 等 





も 課題 と な っ て いま す 。 い じ め 、 不 登校 等 生徒 指導 の 課題 も 深刻 化し て いま す 。 こ うし た 


こと の 解決 に 向け て 、 
子ども た ち が 全国 どこ に 人 





計画 的 な 











D 加 盟 国 














れ 、 
格差 も 











も や 若者 の 学び を 切れ 
要 が あり ます 。 

こう し た 観点 か ら 、20 1 7 ぎ を 
く 要 望 し ます 。 


1 少 人 数 学級 を 推進 する こと 。 具体 的 学級 規模 は 、OE CD 諸国 1 
する た め 、 3 0 人 以下 学級 と する こと 。 
の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 4 
負担 割合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


を 整 
2 教 
も に 


以上 、 地 方 E 




















大 


デー 
月 















































担 制 度 の 国 

















負担 


た 




























































































暫 


| 


日 本 は :」 


定数 改善 が 必要 で す 。 
E ん で いて も 、 機 会 均等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 
憲法 上 の 要請 で す 。 し か し 、 教 育 予算 に つい て 、GDP に 占め る 教育 費 の 委 
(デー タ の ある 3 1 ヵ国) の 中 で 
改革 に より 、 義 務 教 育 費 国庫 負 























H 治 体 財政 を 圧迫 する と と も に 、 非 正規 雇 
生じ て いま す 。 
将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 づく り に つなが る 子ども た ち へ の 教 
な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 創 出 か ら 

















記 





























鶴 








最 下位 と な っ て いま す 。 
| 合 は 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ ら 
] 者 の 増大 な ど に み ら れ る よう に 教育 条件 





育 は 極め て 





・ 和 就業 の 拡 




















治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 


























] 合 は 、OEC 
また 、 三 位 一 体 











重要 で す 。 子 ど 
大 に つなげ る 必 

















E 度 政府 の 予算 編成 に お いて 下記 事項 の 実現 に つい て 、 強 

















比 み の 豊か な 教育 環境 








A 担 














制度 の 堅持 と と 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 9 月 16 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 





私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
いこ と が 、 教 育 諾 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 






































































































































過疎 地 
を 求め ま 


の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 させ る こと 











芽 





























以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 9 月 16 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 防 衛 大 臣 、 外 務 大 臣 

【 件 名 】 安全 保障 関連 法 の 具体 化 と 発動 に 反対 し 、 南 スー ダン か ら 自 衛 隊 部 隊 の 
撤退 を 求め る 意見 書 

















今年 3 月 、 安 全 保障 関連 法 が 施行 され 、11 月 中 旬 に は 南 ス ー ダ ン P KO に 第 11 次 隊 と 
し て 青森 市 駐屯 の 第 9 師団 第 5 普通 科 連 隊 の 派遣 が 予定 され て いま す 。 
防衛 大 臣 は 、 武 器 使用 を 想定 し た 「 駆 け 付け 警護 」 や 「 宿 営 地 共 同 防衛 」 訓 練 の 開始 を 
発表 しま し た 。 新任 務 が 付与 され れ ば 、 戦 後 初め て 自衛 隊員 が 日 本 の 防衛 と は 無関係 に 「 殺 
し 、 殺 され る 」 と いう 深刻 な 事態 が 起こ りか ね ませ ん 。 第 9 師団 第 5 普通 科 連 隊 は 、 岩 手 
県 人 も 多く 、 東 日 本 大 震 災 発生 時 は いち 早く 被災 地 入り し 支援 活動 を 行っ た 部 隊 で す 。 
自衛 隊 が 派遣 され て いる 南 ス ー ダ ン 首 都 ジ ュー バ は 、 7 月 以降 内 戦 状態 と な り 、 国 連 PK 
O 基 地 周辺 で も 激しい 戦闘 が あり 、 自 衛 隊 員 は 防弾 チョ ッ キ を 着用 し て 防弾 壊 に 入っ て 安 
全 を 確保 し た と 報じ られ て いま す 。PKO 参 加 5 原則 は 、 現 地 に 派遣 され た 自衛 隊 が 憲法 
の 禁止 する 武力 行使 に 至る こと を 防止 する た め の 「 担 保 」 と され て いま す が 、 現 在 の 南 ス 
ー ダ ン の 状況 は 戦闘 が 再燃 し 、 そ の 前 提 が 月 れ て いま す 。 
よっ て 、 軽米 町 議会 は 、 日 本 政府 に 対し 、 憲 法 第 9 条 に 基づい た 平和 外交 に 徹し 、 集 団 
的 自衛 権 や 米 軍 へ の 兵 敵 な ど 安 全 保障 関連 法 の 具体 化 と 発動 を させ ず 、 自 衛 隊 員 の 安全 確 
保 を 最大 限 考 慮 し な が ら 南 スー ダン か ら 部 隊 を 撤退 させ る こと を 求め ます 。 





























































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 















































農協 改革 は 、 組 織 に お ける 自己 改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生 産 現 場 の 実態 や 農業 関係 者 
の 意見 、 長 期 的 な 展望 を 踏ま えた 丁寧 な 議論 に より 進め る と と も に 、 指 定 生乳 生産 者 団体 
制度 の 改革 に つい て は 、 筑 給 調整 の 実効 性 と 公平 性 の 確保 が は か られ る よう 強く 要望 する 。 
















































































理由 
中 山間 地 を 抱え た 当地 域 に お いて 、 JA は な く て は な ら な い 組 織 で あり 、 農 業 振興 や 地 
域 経済 の 維持 ・ 発 展 、 地 域 住民 の コミ ュ ニ ティ ー に 大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 今回 、 規 
制 改革 推進 会 議 農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ か ら 公 表 さ れ た 「 農 協 改 革 に 関す る 意見 」 の よ 
うに 、 J A の 解体 を 拓く よう な 事業 及び 経営 へ の 介入 は 、 到 底 承 服 す る こと が で き な く 、 
真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自己 改革 を 基本 に 進め られ る べき で ある こと 。 
E た 、 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 及び 生産 者 補給 金 は 、 需 要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 
集 送 乳 を 通じ て 酷 農 経営 の 安定 と 所 得 増大 を は か る 仕組 み で あり 、 特 に 中 山間 地域 等 の 条 
件 不利 地 で 経営 を 行う 酷 農家 に と っ て は 極め て 重要 な 制度 で ある こと 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 次 の 事項 に 取り 組む よう 強く 要望 する 。 
1 i tae I 
た 不当 な 介入 は 行わ な いと と 、 本 県 の 農業 振興 や 農業 所 得 増大 の 観点 か ら も 、 現 実 
的 で は な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直 0 らら ビ な い ミ と 。 
2 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特性 を 踏ま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
創り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 
まる と 。 





































































































Qr[ 














ーー 



























































































































































































































































上 記 の と お り 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








洋 野 町 





9 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 


a 厚生 労働 大 臣 


【 件 名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 


地方 分 権 時 代 を 迎え た 今日 、 地 方 公共 団体 の 自由 度 が 拡大 し 、 自 
る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 に 重 
な っ て いま す 。 
また 、 地 方 議会 議員 の 活動 も 幅広 い 分 野 に 及ぶ と と も 





り が 求め られ 











て いま す 。 
し か し な が 



















































































ら 、 昨 年 実施 され た 統一 地方 選挙 に お いて 、 町 村 で 6 




















少し 、 無 投票 き 














な 問題 と な っ て いま す 。 





こう し た 中 、 






































す 新 た な 人 材 確保 に つなが っ て いく と 考え ます 。 








よっ て 、 国 
の 厚生 年 金 制 

















以上 、 地 方 用 















































治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 


当選 が 増加 する な ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 





出し ます 。 

















に 、 よ り 積 極 的 な 活 生 





総務 大 臣 、 





主 性 及び 自立 性 の 高 3 





助 が 求め ら 








oo 


れ 


は 議員 へ の 立候補 者 が 減 


















































地方 議会 議員 の 年 金 制度 を 時 代 に ふさ わし いも の に する こと が 、 議 員 を 

















民 の 幅広 い 政 治 参加 や 地方 議会 に お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議 
度 加 入 の た め の 法 整備 を 早急 に 実現 する よう 強く 要望 し ます 。 


義員 の な り 手 不足 が 大 き 


= 紀 
Mi 


= 


由 


と 








66 














市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
洋 野 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 6 日 



















































































【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 

【 件 名 】 農協 改革 ・ 指 定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 

農協 改革 は 、 組 織 に お ける 自己 改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生 産 現場 の 実態 や 農業 関係 者 
の 意見 、 長 期 的 な 展望 を 踏ま えた 丁寧 な 議論 に より 進め る と と も に 、 指 定 生乳 生産 者 団体 
制度 維持 に つい て は 、 需 給 調 整 の 実効 性 と 公平 性 の 確保 が 図ら れる よう 強く 要望 する 。 


へ の 転換 や 、 信 用 
その 後 の 』 
取り 
中 山間 # 

















N 





理由 

平成 28 年 11 月 11 
関す る 意見 」 が 公表 され 、 そ の 内 容 は 、」 A 全農 の 農産 物 委 託 販 売 の 廃止 と 全 
事業 を 営む 」 へ に つい て 3 年 後 を 目途 に 半減 させ る 等 の も の で あっ た が 、 
還 整 に より 、 農 業者 に と っ て 不利 益 と 思わ れる 事業 ・ 組 織 の 見 直し に つい て は 、 
ト め の 見 込み と な っ て いる 。 
色 を 抱え た 当地 域 に お いて 、」JA は 
域 経 済 の 維持 ・ 発 展 、 地 域 住 
真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自 
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協 改 革 は 、 
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日 、 規 制 改 革 失 











~ 
で 
SS 





民 の コ 








時 
大 


られ る べき で ある 。 





を 前 


また 同 
関す る 意見 」 も 
金 の 交付 や # 


























し ーー 


寺 | 























rt 

















呈 征 生乳 生産 者 財 









































提 に 補給 金 の 交付 対象 者 拡大 と 生 
体制 度 お 
乳 を 通じ て 酷 農 経営 の 安定 
で 経営 を 行っ て いる 酷 農家 に 


よっ て 、 次 の 事項 に つい て 






































E 進 会 議 農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ か ら 、「 農 協 改 革 ( 


ュ ニ ティ ー! 


、 同 会 議 農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ は 、「 生 乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 
丼 せ て 公表 し て お り 、 そ の 内 容 は 、 指 
体 へ の 全量 委託 の 原 由 





廃止 な ど が 主 な 柱 で あっ た が 、 そ の 後 、 
乳 の 部 分 委託 の 拡大 が 容認 さ れ て いる 。 
よ び 生 生 者 補給 金 は ヽ 





目 . 


量 買取 販売 




































































三 く て は な ら な い 組 織 で あり 、 農 業 振興 や 地 
大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 
己 改革 が 基本 で ある こと を 前 提 に 進め 





に コ 
Ma 












































の 改革 に 
体 以 外 に 出荷 する 生乳 へ の 補給 


条件 整備 




















た に 


正 + 


















































EE 


本 











要 に 応じ た 生乳 生産 と 合理 的 な 集 送 
































所 得 
















































































肖 大 を は か る 仕組 み で あり 、 中 山間 地域 等 の 条件 不利 地 
と っ て は 、 極 め て 重要 な 制度 で ある 。 

取り 組む よう 強く 要望 する 。 

己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組合 原則 を 尊重 す 
本 県 の 農業 振興 や 農業 所 得 増大 の 視点 か ら も 、 農 業者 に と っ て 不利 益 と な 





























体制 度 は 、 生 乳 の 特性 を ふま え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 





創り 上 げ て きた 極め て 重要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 














1 農協 改革 に つい て は 、 自 

る と と も に 、 

る よう な 事業 ・ 組 織 の 見 直し を 行わ な いこ と 。 
2 指定 生乳 生産 者 団 

する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基 






































づき 意見 書 を 提出 する 。 





67 








市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








| 
本 
避 





【 議 決 年 月 日 】 時 28 年 12 月 14 日 


【 提 出 先 】 衆 議 


地方 分 権 時 代 を 迎え た 今日 、 地 方 公共 団体 の 自由 度 が 拡大 し 、 自 主 性 及び 自立 性 の 高 ま 





り が 求め られ 


な っ て いま す 。 
また 、 地 方 議会 議員 の 活動 も 幅広 い 分 野 に 及ぶ と と も に 、 よ り 積 極 的 な 活動 が 求め られ 











て いま す 。 
し か し な が 





議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 


a 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 
















































































る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 に 重 
































ら 、 昨 年 実施 され た 統一 地方 選挙 に お いて 、 町 村 で は 議員 へ の 立 侯 補 者 が 減 

















少し 、 無 投票 き 


当選 が 増加 する な ど 、 








な 問題 と な っ て いま す 。 





こう し た 中 、 





















































住民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 議員 の な り 手 不足 が 大 き 











地方 議会 議員 の 年 金 制度 を 時 代 に ふさ わし いも の に する こと が 、 議 員 を 志 


























す 新 た な 人 材 確保 に つなが っ て いく と 考え ます 。 








よっ て 、 国 
の 厚生 年 金 制 

















以上 、 地 方 用 








民 の 幅広 い 政治 参加 や 地方 議会 に お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 


























治 法 第 99 条 の 規定 ( 

















度 加 入 の た め の 法 整備 を 早急 に 実現 する よう 強く 要望 し ます 。 


























こ 基づき 、 意 見 書 を 提出 し 





ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 12 月 14 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 農 林 水 産 大 臣 、 
【 件 名 】 農協 改革 に 関す る 意見 書 


| 
本 
避 





平成 28 年 11 月 11 日 、 政府 の 規制 改革 推進 会 議 「 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ 」 は 農業 履 
革 に 関す る 提言 を 公表 いた し まし た 。 

「 農 協 改 革 に 関す る 意見 」 で は 、JA 全農 の 農産 物 委 託 販 売 の 廃止 と 全量 買取 販売 へ の 転 
換 や 信用 事業 を 営む JA を 、3 年 後 を 目途 に 半減 させ る 等 、 目 主 ・ 自 立 を 原則 と する 協同 組 
合 へ の 不当 な 介入 と 言わ ざる を 得 な いも の で あり 、 一 方 的 な 内 容 と な っ て お り ま す 。 

その 後 、 与 党 と の 調整 に より 、 農 協 つ な ぶし に つなが る 急進 的 な 提言 は 排除 され 、 今 回 の 
改革 に 盛り 込む こと は 見 送ら れ た も の の 、 こ れ か ら も 協同 組合 原則 を 無視 し た 規制 改革 圧 
力 が 繰り 返さ れる 懸念 が あり ます 。 
中 山間 地 を 抱え た 当地 域 に お いて 、JA は 無く て は な ら な い 組 織 で あり 、 農 業 振興 や 地域 
経済 の 維持 ・ 発 展 、 地 域 住民 の コミ ュ ニ ティ に 大 き な 役 割 を 果たし て お り ま す 。 

農協 改革 は 、 真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自己 改革 が 基本 で ある こと を 前 提 に 進め 
られ る べき で あり 、 今 回 の 提言 の よう な 政府 の 不当 な 介入 は 、 地 域 農業 の 振興 ・ 地 域 社 会 
へ の 混乱 を 生じ し させ る 恐れ が あり ます 。 

よっ て 、 農 協 改 革 に あたっ て は 、 農 業者 や 農業 団体 等 の 意見 や 実情 を 十分 に 踏ま えた 内 

容 と する よう 、 下 記 の 事項 に つい て 強く 要望 いた し ます 。 
記 

1 農協 改革 に つい て は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組合 原則 を 無視 し 

た 不当 な 介入 は 行わ な いと と も に 、 農 業 振興 や 農業 所 得 増 大 の 視点 か ら も 、 現 実 的 で は 

な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し を 強要 し な いこ と 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 
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